
うみのレントゲン 
・なまこ資源のV字回復（1.6倍）、1.4億円のなまこ貯蓄 
・漁業協同組合など全国の30団体（計158隻）に技術移転 
うみのアメダス 
・従来の海洋観測ブイの10分の1の価格、50分の1のランニングコスト 
・延べ326基のユビキタスブイによる全国沿岸の水温観測網を構築 

課題：沿岸漁業の厳しい現状↘ 
・漁業者の高齢化、後継者不足  競争的な漁業 
・海洋環境の変化、水産資源の減少  勘と経験の専有 
・燃油の高騰、魚価の低迷  （変化に弱い） 
 
解決：沿岸漁業の明るい未来↗ 
・IT漁業による技術継承、後継者育成 協調的な漁業 
・IT漁業による生産管理、資源管理  情報と資源の共有 
・IT漁業による効率化、高付加価値化 （変化に強い） 
 
ICT漁業 
・ICTの役割：水産資源と海洋環境を見える化すること 
・漁業者の役割：持続的な沿岸漁業に取り組むこと 養殖業のための「うみのアメダス」 

※ ICTを活用した海洋観測システムで海洋環境を見える化 

漁船漁業のための「うみのレントゲン」 
※ICTを活用した資源管理システムで水産資源を見える化 

公立はこだて未来大学マリンIT・ラボは、総務省からの支援により3期7年にわたりSCOPEを実施（平成21～22年度、平成23～24年度、平成26～28年度）。 

水産業におけるリソース・シェアリング（情報と資源の共有） 
（北海道発！ICT漁業プロジェクト） 

「勘」と「経験」と「情報」による持続可能な沿岸漁業を実現！ 

ＩＣＴによる地方創生の事例（北海道函館市） 

なまこ資源の推移（留萌市） 

UP! 



高精度測位情報を活用した農業・除雪作業の最適化 

効率化によるコスト削減、精密性・正確性・安全性向上、匠の技の継承など後継者確保 

北海道岩見沢市におけるＩＣＴ利活用の社会実装 ～夏は農業 冬は除排雪～ 
（ＩCT利活用型地方創生総合戦略プロジェクト ） 

本市は、総務省からの委託により、「G空間シティ構築事業」を実施（平成２６年度）。 

「RTK-GPS基地局」 

GPS衛星 

「高精度測位情報による 
除排雪作業」 

高精度測位情報による
省力・効率化 

（トラクター自動操舵等） 

位置補正データ 

ビックデータ取得 

収集・蓄積 

情報提供 

「農業気象システム」 

【異なる分野の横断的活用】 

農作業時期の最適化 

解析 

●農業分野 
  農家戸数の減少、高齢化による後継者・担い手対策 
  経営面積の拡大による作業の効率化 

●除排雪分野 
  除排雪作業の安全性向上や効率化 
  除雪車オペレーターの担い手対策 

【地域課題】 

 ・ＩＣＴを活用したスマート農業の推進による解決 
 ・異なる分野での横断的活用による地方創生 

・トラクター走行ラインの最適化と自動操舵 
   ⇒重複幅減など作業効率化・精密化、 切返し不要による作業短縮（約5%） 

・水田代かき作業の効率化   
   ⇒走行距離及び作業短縮（約50%） 

・病害予測情報による投薬の適期・適量判断 
   ⇒資材コスト削減（約30%） 

・社会実装の推進 
   ⇒直近３か年で720%増 

【ICT利活用による地方創生】 

・正確な道路位置の把握による効率化  
    ⇒作業時間短縮（約30%） 

・未除雪路線等での安全性向上 
    ⇒土地勘のない作業者への支援 

・汎用性確保 
   ⇒農機に整備した関連機器の移設利用 

      （夏は農業/冬は除排雪での活用） 

【農業分野】 【除排雪分野】 

基地局整備（市独自） 

大幅ＵＰ！ 

利用者数増加 ⇒ 社会実装 

農林水産業 



官民協働×ＩｏＴによる、人口減少・過疎化に伴う地域課題の解決モデルの構築へ

経験や勘に頼る灯油配送 ⇒ ＩｏＴで灯油残量を可視化した効率的配送へ

ＩｏＴを活用した農山漁村の灯油難民防止
（北海道石狩振興局×新篠津村×ＪＡ新しのつ×ｾﾞﾛｽﾍﾟｯｸ(株)×京ｾﾗｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ(株)×さくらｲﾝﾀｰﾈｯﾄ(株)）

⇒ 人口減少・過疎化の進展で、様々な生活関連サー
ビスの低下や労働力不足が生じてくる。
✔ 北海道では全国平均を上回るスピードで進展！
✔ 農山漁村でより顕著に影響が！

⇒「灯油」でも配送業者の採算性悪化・人手不足が。
✔「灯油」は寒冷地で特に重要なライフライン！

⇒ 将来、農山漁村に「灯油難民」とも言うべきエネ
ルギー弱者が生まれる懸念。
✔ 地方ではｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞの減少が既に起こっている！

取
組
の
背
景

★低コストなスマートセンサー×低コスト通信サービス
（LPWA等）による効率的な灯油配送システムの検証

★行政×灯油配送業者×IoT
関連企業でタイアップ事業
協定を締結し、農山漁村で
地域実証実験を実施

１ 97ｾﾝｻｰ×（154日/365日）
＝122,788円/154日間

２ （実配送日数96日→61日→35日減）
×13,000円/日 ＝455,000円/154日間

12/21～5/23の154日間、僅か153戸うち83戸に延べ97センサーを設置するだけで･･･

実験終了後､ゼロスペック(株)がプ
レサービスを開始し､Ｈ30.12月末
現在､道内５都市に数千台を供給
道内では貴重なIoT実装事例に！

タ
イ
ア
ッ
プ
事
業

↓

協
定
調
印
式
の
様
子

※①は、実際には導入台数で大きく変動する。数千円程度/年・台。
※②は、実際には配送スタッフ人件費以外にも、車両維持費やガソリン代などの削減効果もある

配送スタッフ
人件費節減

システム
導入費用

★導入戸数を増やせば増やすほど、②は増
える(プラス効果は大きくなる)

154日間で
332,222円
プラス効果

大賞/総務大臣賞



ひぐまっぷ : ICTを活用したヒグマ出没情報収集と共有の取り組み 

 

 

 

収集情報精度の向上と市町村業務の大幅な効率化 

ヒグマ出没情報を収集・視覚化 問題個体の出没状況を知り人とヒグマの「あつれき」を抑制！ 
（ひぐまっぷプロジェクト・森のくまさんズ【北海道森町-ひぐまっぷ開発チーム】 ） 

導入前 導入後 

市町村事務量 1,240時間 420時間 

市町村コスト 2,215千円 750千円 

業務の効率化によって、地域全体で66%のコスト削減。（道南20市
町村が1年間利用した場合)。他、GIS化作業がある市町村もあるた
め、それらを含めるとさらにコストダウン。 

ひぐまっぷ導入によるコスト対比 

収集情報のオープンデータ化により、民間ベースでの
自由な分析や周知なども可能となり、現在はLINE botを

民間団体が製作中。また、これによる報告システムなど
の提案も受け、新しい可能性が見えて来ている。 

【道南圏におけるヒグマ出没情報収集の現状・課題】 
人とヒグマのあつれき減少のため必要なこと=ヒグマ生態調査 
 ・タイムラグ：研究機関（環境研）へ情報が来るのは出没の翌年度 

 ・事務負担：煩雑な市町村事務、市町村独自様式で情報精度にバラツキ 
 ・情報公開上の課題：住民への情報公開用の作業が別途必要 
 ・情報共有の必要性：ヒグマは複数の市町村にまたがって生息 

【ひぐまっぷ開発チームと市町村による実証実験】 
 ・リアルタイム化：クラウド入力システムによってすぐに情報取得可 

 ・負担軽減：入力の簡単な統一プラットフォームで情報精度の統一 
 ・簡単な”見える化”：市町村ウェブサイトへひぐまっぷ埋め込み可 
 ・情報共有：隣接市町村の出没状況も横断的に共有、分析可 

 

市町村間で共通の業
務を、同一プラット
フォーム上で実施し、
データの互換性を確保 
 
 
①市町村をまたぐ広域  
 的な分析  
②利用しやすいデータ 
 の公開を実現 
 

単一市町村だけではな
く地域で利用すること
でデータの価値が増加 
（2017年は道南20市町
村で運用） 
 

情報収集手段をクラウド化! 

拡張・展開の可能性 

ひぐまっぷシステムは、カスタマイズする事で、ヒグマ以外の
鳥獣対策や不審者情報など、他分野への展開が可能。同シ
ステムを基にしたビジネスも視野に入れている。（要相談） 

↓煩雑な事務がクラウド化によりシンプルに! ↓ 



奥尻町におけるＩＣＴ漁業を利活用したリソース・シェアリング実装事業 

提案者 北海道奥尻町 

実施地域 北海道奥尻町 

事業概要 ＩＴ漁業の成果事例（北海道函館市、地域情報化大賞２０１５総務大臣賞）を活用して、ウニ、アワ
ビ、ナマコといった磯根漁業への推進や着業者の減少を抑えるため、磯船に3G/GPSセンサーを
搭載し、「うみのレントゲン」「うみのアメダス」によるデータに基づき、「高収益漁業支援」を構築
する。また、関係機関とのリソース・シェアリングにより、｢海難救助体制｣｢担い手の育成｣に活
用し、沿岸漁業の安定化を図り地域活性化を実現する。 

要 件 １  

[実施事業] 
Ⅰ.うみのレントゲン技術で、磯根資源（ウニ、アワビ、ナマコ）の漁獲と 
  保護を見える化する仕組みを構築する。 
Ⅱ.うみのアメダス技術の海洋情報と磯舟( ８５ 艘)の操業位置をGPS情 
     報で把握し、ベテラン漁師の技を継承できる体制を構築する。 
Ⅲ.位置情報及び海洋観測情報から海難の早期検知・発見が可能とな 
  り、安心して操業できる体制を構築する。  

[地域課題] 
奥尻町の主要産業は水産業であったが回遊魚の減少による
水揚量の減少と、組合員の高齢化から漁業存続が危うい状
況に陥っている。 

資源管理により安定した「島の漁業」の存続・発展を目指し、さ
らに新米・高齢漁業者が安全で安心して操業できる体制の構
築及び次世代の担い手の育成により新規漁業者の増加が必
要とされている。 

[目標] 
Ⅰ. 安定した持続可能な沿岸漁業で漁業所得を増やす。 
Ⅱ. 安全に操業できる体制で漁業就業者を増やす。 
Ⅲ. 安心できる海難緊急体制で着業者減少を抑える。 

はこだて未来大学 
データベースサーバー 

個人・漁協 海上保安署 

救
助
活
動 

Ⅲ.緊急情報 

Ⅰ.資源情報 

情
報
の
見
え
る
化 

※ 

個人位置情報 
個人・漁協 

・ ・ 
・ ・ 

○月○日 00：00 

連絡 

操業位置情報 
漁協 

○月○日 00：00 

 

 

アプリケーション 
サーバー 

※位置情報ソフト 
※うみのレントゲン 
※うみのアメダス 

Ⅱ.位置情報 

※位置情報 
※潮流 

※うみのレントゲン 

※位置情報 
※うみのアメダス 

潮流・水温情報 
個人・漁協 

○月○日 00：00 

南ブイ 
・流速： 
・流向： 
・水温：x℃ 

「観測ブイ」 

流向流速センサー 

：磯船 
：通信途絶 
：観測ブイ 

資源情報 
個人・漁協 

○月○日 
アワビ ○kg/日 

：kg以上 
：kg以上 
：kg以上 

・漁場決定 
・漁獲調整 

「磯船」 

ＧＰＳセンサー 

モバイル通信 



ＩＣＴ活用による新しい地域モビリティ（北海道 天塩町） 

 
 

・ 〔利便効果〕 従来:1,800～2,930円+宿代：３時間（日帰り不可）   600～800円・１時間 「時間短縮・低料金」 

・ 〔費用対効果〕 従来型追加輸送 約2,620万円/年       約120万円/年  「約2,500万円の削減」 （推計）     

・ 〔心理的効果〕：高齢者の最大不安「通院」等生活の足     不安解消  延べ利用１２７人  （H29年3月～12月） 

・ 〔利用状況〕：同乗利用者の約80％が65歳以上の高齢者     町内高齢者（65歳以上）の 約11％が利用  

 

 

マイカーの空席「見える化」 → 相乗り ＝ 「経済合理性」+「高利便性」 移動インフラ構築 

  
  

マイカー空席「見える化」による過疎地の交通課題解決 
天塩町-稚内市間「相乗り交通」プロジェクト 

【地域の現状と課題】 

✔ 「病院」など生活インフラが70kｍも離れている
稚内市、クルマで片道1時間（実際の生活圏） 
✔直行する公共交通機関が無い 
✔ 「バス、鉄道を乗り継ぎ3時間」（日帰り不可） 
 →「クルマを運転できない・持てない高齢者」など 

 交通弱者にとって、生活が維持困難  
 →しかし、公費での増便は財政的に非現実的  

【ICTによるマイカーの空席「見える化」】 

「nottecoが無くなったら町に住み続けられない」（利用者の声）  

 ⇒ 必要不可欠なインフラになった  
【本町は、総務省「地方公共団体のシェアリングエコノミー活用に係るタスクフォース」構成団体になっています（平成29年度）】 



多重メディアによる町民寄り添い型情報発信（北海道安平町）

町民は、必要な情報を、自らに適した手段で即時に入手することが可能に。
北海道胆振東部地震においては、町民の地震に対する不安の解消に貢献。
町と町民との情報共有の進展が、町民への情報開示意識の向上につながり、結果
として町と町民との意見交換が活発化。

エリア放送とＳＮＳという二種類のメディアで、
平時も災害発生時も町民に必要な情報を迅速・確実に伝達

 北海道安平町では、常に町民に
必要な情報を提供するため、
二種類のメディアを活用。
（１） エリア放送（２０１５年開始、

３５の送信局を設置。）
（２） ＳＮＳ（２０１７年開始、

ＬＩＮＥやＦａｃｅｂｏｏｋの公式
アカウントを取得。）

 平時には子ども向けイベントや
乳幼児検診といった行政情報を、
災害発生時には給水や道路
規制、ゴミ処理といった生活関連
情報を常時配信。

エリア放送「あびらチャンネル」



テレワーク② 北海道斜里町 

平成27年度 

•総務省「ふるさとテレワーク」事業 

•受け入れ団体の設立 

平成28年度 

•居住スペースの設置 

•モニターツアーの実施 

利用企業名 

サイボウズ 

トラウト 

ＪＴＢコミュニケーションデザイン 

テレワークマネジメント 

ウイルリンクシステム 

ネットリアル 

ＴＣＯ 

講談社 

ユープランニング 

日本航空 

トミオ 

ゾーホージャパン 

グーグル 

10年間、遊休施設だった 
旧法務局をオフィスに 斜里町 

横浜 
斜里町 

東京や大阪のオフィスと 
テレビ会議で常時接続 

中小から大企業まで、 
13社がテレワーク(6-9月) 

お客様との対応もTV会議 

28年7月～9月の利用企業 

平成27年度「ふるさとテレワー
ク」に取り組んだ北海道斜里町
は、今年度も引き続き、施設の
整備や企業誘致に取り組み、
地域での受入体制強化に取り
組む。 

0 

地域IoT実装推進タスクフォース（第１回） 資料１－５より抜粋 

働き方 



  県外からの観光客の増加：１０％増 
  観光消費の増加：宿泊費： １９％増 
             域内交通費： ２４％増 

観光客誘致による地元消費増加に貢献 
（青森県発の民間による自立運営型の観光クラウドの全国展開） 

基本的な観光スポット 
情報を自治体や公共 
セクターがデータ提供 

食べる、遊ぶ、買う等の
追加情報を地元の店等
が掲載可能 

鮮度の高い地元情報にも接することが可能 
効率的な旅行計画が作成可能 

  

地元ならではの
情報を発信 

観光クラウド 
地域の公共及び民間の保有する 
観光情報を様々な角度から提供 

スマホ等で閲覧 

利用者 
（旅行者） 

自治体 
公共セクター 

地域住民 民間 
セクター 

平成24年青森県観光入込客統計等より作成 

 観光客が地元の生きた情報を基に 自在
に観光ルートを設計できるシステムを民間
ベースで開発 
 
 自治体や観光協会等が連携し、域内の
観光情報を発信・掲載、埋もれた  観光
スポットの開拓にも貢献 
 民間ベースで自立的に運営し、効果的に
観光客を誘致 

・利用者本位の生きた情報を表示
し、周遊動線を誘導 

・域内の埋もれた観光スポットに
観光客を誘致 

観光ルート設計時の画面 

青森県発の観光クラウドが 
全国４８の地域・団体※に展開 
  ※岩手県、宮城県、福島県、群馬県、静岡県、愛媛県、山口県等  
                            （平成28年11月末現在） 

青森県内30市町村・団体に展開 
域外からの観光客の誘致、 

地元における消費の増加に貢献 

（H23→H24） 
※レンタカー含む 

観光クラウド 地域の埋もれた魅力を浮上させる青森県観光モデル 

映像をご覧になりたい方は、こちら ☞ https://www.youtube.com/watch?v=nHB6NqeyXvE 
 

観光 

https://www.youtube.com/watch?v=nHB6NqeyXvE
https://www.youtube.com/watch?v=nHB6NqeyXvE
https://www.youtube.com/watch?v=nHB6NqeyXvE


【目的】 
波浪計等を活用した高精度 
災害予測及び避難誘導情報 
等の確実な提供 
 
【開発、実証要素】 
・波浪計等のﾃﾞｰﾀの即時収集 
・波浪ﾃﾞｰﾀによる精緻被害予測 
・準天頂衛星のﾒｯｾｰｼﾞ機能の 
 利活用 

実証モデル１ 

【目的】 
地下街等の屋内空間における 
位置に連動した災害情報の提供 
 
 
【開発、実証要素】 
・屋内測位技術のｼｰﾑﾚｽ化 
・災害時等における情報伝達 
・平時/災害時の情報配信ｼｽﾃﾑ 
 の切替 

実証モデル２ 

【目的】 
山間部や過疎地域等における豪雨、
洪水等の災害情報の迅速な把握と
適切な情報提供 
 
【開発、実証要素】 
・ＳＮＳのﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ分析による被災
状況等のＧＩＳ上への可視化 
・多層的かつ多様なﾒﾃﾞｨｱによる 
 位置に連動した情報伝達 

実証モデル３ 

● 地震・津波等による広域災害や緊急性を要する大規模災害に対して、Ｇ空間情報（地理空間情報）とＩＣＴを連携させて構築

する先端的な防災システム。G空間防災システムの活用による地域連携を図ることにより、地域の災害に対する予測力・予防

力・対応力を強化し、被害の縮小と復興・復旧までの経済的・時間的ロスの最小限化を実現。 

リアルタイム津波浸水・被害予測システム（高知市・石巻市） 地下街防災システム（大阪府大阪市） 地域防災システム（熊本県人吉市） 

Ｇ空間防災システム 防災 



・ アプリ公開時からのダウンロード数 ４,８００以上 （平成27年12月現在） 

・ 「防災まちあるき」体験者 ２，００８名（１７４回） （平成26年3月～平成27年12月実績） 

・ 宮城県内での被災地状況紹介アプリや東北６県ガイドアプリ開発へ参画 

ＩＣＴによる地方創生の事例（宮城県石巻市） 

東日本大震災からの教訓の伝承と防災教育に貢献 

 宮城県石巻市の官民連携組織が中心となっ
て、被災地の 「現在・過去・未来」を伝える「石
巻津波伝承AR」アプリを開発・無償公開 
 同アプリを活用して、公益社団法人みらい 
サポート石巻が被災地域をガイドする「防災   
まちあるき」を実施 
 
 多数の者に震災の追体験と復興の未来   
予想を行う機会を提供 

東日本大震災からの教訓を電子的に記録し伝承 
（GIS、AR技術を利用した「防災まちあるき」） 

過去 現在 未来 

石巻伝承ARアプリ 
タブレット端末・アプリを 
活用した東北初の 
まちあるきプログラム展開 

地方創生に資する 
「地域情報化大賞」 

特別賞受賞 



  海洋ビッグデータを活用したスマート漁業モデル事業 

提案者 宮城県東松島市、東北大学、岩手県立大学、早稲田大学、大友水産株式会社、大野電子開発
株式会社、一般社団法人東松島みらいとし機構、株式会社ＫＤＤＩ研究所、株式会社ＫＤＤＩ総研 

対象分野 農業、小売 

実施地域 宮城県東松島市浜市沖 

事業概要 定置網漁において海洋ビッグデータを活用することで、新しい効率的漁業モデルを実証する。 
①漁獲モデル：データに裏付けされた効率的な漁業と、獲りたい魚を獲る漁業を実現する。 

②小売モデル：首都圏の個人飲食店を含む小規模飲食店が漁業者に直接、先行予約する新しい
海産物産地直送モデルを構築する。 

実証期間終
了後の予定 

継続的にデータを取得したい。漁業者にとって非常に大きなメリットをもたらすもので、
社会実装する際のランニング費用は利用者が負担するモデルでの商品化を目指す。 

スマートブイ スマートブイ開発 
【効果】 
 ・漁場の感覚・暗黙知をデータ化 
 ・定量的な経営判断 
【課題】  
 ・省電力でセンシング可能なブイの開発 
  

漁獲モデル検証 
【効果】 
 ・データに基づいた合理的な漁業運営 
【課題】 
 ・精度の高い海洋ビッグデータ解析 

小売モデル検証 
【効果】 
 ・（収穫前にも）海の産地直送モデル構築 
【課題】 
 ・精度の高い海洋ビッグデータ解析 

 

データサーバ 

 

高機能 

テストベッド 

【IoT】 
気象データ 

【IoT】 
潮流データ 

漁獲データ 

出荷記録 ＪＧＮ 

大学間デー
タ連携・解析 

【漁獲モデル】 
漁獲予測データ・ 
水中画像データ 

漁師スマホ 

【小売モデル】 
漁獲予測データ・ 
水中画像データ 

消費者・店舗スマホ 

本
事
業
で
機
能
開
発 
・ 

検
証
を
実
施 

学術 
・ 
調査 
・ 

研究
機関 

沿
岸
自
治
体 

漁
業
関
係
者 

納品 

注文 

利活用ルール 



プログラミング教育 

（一社）国際STEM学習協会 
 山口県山口市立大殿小学校 
  
   市民工房「ファブラボ」を活用し、 
児童が自ら組み立てたロボットを 
プログラミングで動かすことにより、 
ものづくりと関連づけたプログラミ 
ング教育を展開。 

（株）TENTO 
 徳島県神山町立広野小学校 
  
    プログラミングにより、 
郷土芸能である阿波人形浄瑠璃型 
の人形に演技をさせる教材を開発。  
 テレワークのサテライトオフィス 
の従業員を指導者として育成。 

（一社）みんなのコード 
 
 ブラウザベースで利用できる豊富 
な無料教材“Hour of Code”をもとに、 
社会人向けオンラインプログラミング 
講座“TechAcademy”の修了生も指 
導者として育成しつつ、市を挙げて 
プログラミング教育を推進。 

 

http://www.awanavi.jp 

山口県山口市 徳島県神山町 

石川県加賀市 奈良県奈良市等 

奈良女子大学附属中等教育学校 
 宮城県 女川向学館 
 茨城県 古河市立三和東小学校 
 香川県 土庄町立豊島小学校・中学校 
  
 国立学校が、これまで培った知見を活 
かし、遠隔会議システムやSNSによる助言、 
クラウド上でのノウハウの共有等により、 
被災地や離島など、地方におけるプログ 
ラミング教育に貢献。    

教育 





定年退職後の方や若者の、地方の新しい働き方を創出し、地域活性化に寄与。 

・自治体とも協業し、C2Cによる着地型観光
商品とプラットフォームを開発 

・集客はもちろん、過去参加者のデータを元に
地域にあった体験企画の提案 

離島国内観光客や訪日外国人など、地域
資源を体験したいビジターや潜在的な定住
者に対し、「まち」による地域ブランディング、
マーケティング力不足 

集客・マッチング提供 
地域案内人 

(ホスト) 

旅行客募集  地域体験利用 

申込み 

告知/集客 

企画提供 

集客・送客 

の仕組み 
自治体 

企画案提供,ホスト紹介  

地域雇用の創出 
定年退職後、農家として農業体験の提供開始。TABICA導入後1ヶ月で月間50名が体験に参加し副業成立。 

地域経済の活性化に寄与 
2016年11月現在、月間ツアー開催数150件、月間流通総額540万円を突破。ホスト登録数800人、 
総ゲスト参加者数2,000人。過去最も収益をあげたホストは月額40万円。 

ユーザー 

(ゲスト) 

【官民協働サービス】 シェアリングエコノミー（TABICA） 

ー暮らし・職業の”スキルシェアサービス”で、新しい観光商品・雇用の創出ー 



【官民協働サービス】 シェアリングエコノミー（長崎県島原市） 

～ あらゆるスペースのシェア ～ 

島原の地元漁師と海釣り、漁師飯 島原の飲み屋のはしご 甲冑を着て島原の街歩き 

【島原城をイベントスペースとして貸出】 

島原城でグランピング体験 

～ 地域の案内人と旅行客のマッチングサービス ～ 

島原城でコスプレイベント 

進捗 



（参考）シェアリングエコノミーの導入事例  

公共施設の活用例：長崎県島原市 

• 観光都市として豊富な観光資源をシェアリングサービスに
よって余すところなく活用 

• これまでばらばらに観光に携わっていた観光協会などの組
織をいったん全て解散させ、新たに一つの「株式会社島原
観光ビューロ」として統合 

• 従来、子育てに協力できる人が市に登録し、保育をお願い
したい人と会員を市職員が仲介する「ファミリー・サポート・
センター事業」を実施していた。 

• 電話による対応なので時間がかかる、夜間は対応できな
いなどの課題。 
 

スキル活用例：秋田県湯沢市 

• ネットサービスを活用して「子育てシェア」の普及に取り組
む（株）AsMamaと協定を締結。 

• 知人等でつくるグループが各自登録し、預かりのお願いを
すると、登録している友人知人が、自宅で託児してくれるシ
ステム。 
 

少子化で財源が厳しくなる中、地域の保育資源を最
大限に利用し、更なる子育て共助の仕組み構築に
つながる。 

株式会社が自ら積極的に観光コンテンツを充実す
るために行動できる体制が整備され、自治体全体
の魅力向上につながる。 

• 古民家など遊休資産の増加による行政負担増への懸念。 
• 観光施設の運営者、プロモーション・イベント等の実施者が
多岐にわたるため、島原市内の観光全体をマネジメントす
る組織が不在。 



福島復興を牽引する地元中小建設企業のICT活用 

ドローンによる３次元測量（約38ha) 

  測量作業日数の削減：7日・人→１日・人 

ＩＣＴ建設機械による施工（現時点） 

  現場の安全性の向上 ： 事故０件 

３次元測量を活用した検査（今後期待される効果）  

  検査書類の削減 ： 従来の1/50 

被災地中小建設企業による東日本大震災を契機とした生産性革命の実現 

【建設事業の課題】  
 ☆ 人口減少や高齢化による人手不足 
 ☆ 他業種に比べ労働災害が多い 
 ☆ 建設現場における生産性の低迷 
 
 
【ＩＣＴによる課題解決】 
 ★ ドローンによる測量 
 ★ ３次元データの作成 
 ★ ICT機械による現場のIOT化   

FUKUSHIMA復興土木事業での生産性革命 
（地元中小建設企業によるi-Constructionを活用した生産性革命プロジェクト） 

ポンチ絵 【事業背景】 
・国が進める「福島イノベーション・
コースト構想」の中核施設である
「福島ロボットテストフィールド」を福
島県が建設するための底地を「ロ
ボットのまち南相馬」のビジョンを掲
げている南相馬市の発注工事 

ＩＣＴを活用し
地域の 
ファースト 
ペンギンとして
福島復興を 
牽引 

・人手不足の解消 
・安全性の向上 
・生産性の向上など
東日本大震災から
の復興に加速 

～最先端施設を最先端技術で施工～ 

（庄司建設工業・滝建設工業特定建設工事                                                                          
共同企業体【福島県南相馬市】） 



インセンティブ付きIoT健康サービスの有料化挑戦事業 

提案者 （株）○○、○○大学、○○市 

対象分野 医療 

実施地域 新潟県見附市、福島県伊達市、大阪府高石市、栃木県大田原市、千葉県浦安市、岡山県岡山市 

事業概要 国保保険者や参加者本人が保有する健診データと活動量計や体組成計等から得られる個人の生
活・バイタルデータ等を統合・見える化し、健康づくりの努力と成果をポイントというスキーム
で評価しフィードバックする新たなIoT健康サービスのリファレンスモデルを構築する。IoTサービ
スの開発・運用においては、既に構築済みの複数事業者が相乗りできるプラットフォームを活用
し、これまでの蓄積データも活用しながら、無料から有料切換時の継続意向、医療費の抑制等を
検証する。 

実証期間終
了後の予定 

上記リファレンスモデルを活用し、SWC首長研究会やSWC協議会の場において情報発信す
るとともに、本サービスを利用する自治体の拡大を図り、全国規模での普及展開を促す。 

SWC健幸ポイントプロジェクトコンソーシアム （代表団体：株式会社つくばウエルネスリサーチ） 

■全体イメージ ■システム構成（データの流れ） 

教室A 教室B

自治体A

教室X 教室Y

自治体F・・・

・・・ ・・・

運営事務局

取り纏め取り纏め

歩数管理サービス
（WEB型健康支援サービス）

参加者

e-Wellness
Walkレコード

WellnessLINK

歩数
体組成

参加者

歩数
体組成

歩数
体組成

運動PGM
参加履歴

健診結果

参加者

参加者
情報

自治体A

参加者

運営事務局
自治体

健幸
ポイント

ポイント計算

ポイント交換

健幸ポイント中央システム

運営事務局

共通ポイント
（Pontaポイント）

商品券
発行者

分析用データマイページ

参加者 分析担当事業者

メールレポート

マージツール

カードリーダ

運営事務局

健診

健診

参加者 参加者 参加者 参加者

申込

地域経済効果

医療費抑制①健康行動の実践
（ポイント獲得）

②健康行動の成果
（ポイント獲得）

・WEB健康支援サービス型
・健康プログラム参加

・健診受診

③消費行動
（ポイント利用）

運営事業体

～パーソナル健康サービスプラットフォーム～

健康サービスの
利用促進

参加者の
健康増進

◇健康データ

◇健康データ

○健康ポイント

○健康
ポイント

利活用ルール 



21世紀を生き抜く力を育成する新たな学びを実現 

   

ICTが創り出す魅力ある教育 「町づくりは人づくり、人づくりは教育から」 
（新たな学び創出プロジェクト） 

【本事業は、総務省からの支援により、「先導的教育システム実証事業」として実施（平成26～28年度）】 

教育・クラウドプラットフォーム

子どもたちの学習状況
を確認し、適切に指導

タブレット端末持ち帰り
による家庭学習の充実

学びの深まりを生む
協働学習の実現

保護者の理解と連携

図書館パンフレット
の作成

シームレスな環境が生み出す新たな学びの実践クラウドを活用したシームレスな学習環境
によって学びを充実 
・ 個々の課題に応じた学び 
・ 主体的・協働的な学び 
・ 探究志向の学び 

ICT活用教育における家庭・地域との連携 
充実した教育による学力向上 
教育で保護者が定住を選ぶ町→児童生徒数の増加 

新地町ICT活用グランドデザイン

新地町教育目標 ： 「 夢を育み 可能性を伸ばす 」

ICT活用における研究テーマ
「ICTを活用して学びの質を高め，21世紀を生き抜く力を育てる授業」

Adaptive Learning

Deep Learning

Active Learning

個々の課題に応じた学び 主体的・協働的な学び

探究志向の学び

ICTを活用した学び

教員の授業力の向上 ICTを活用した指導力の向上

IC
T

活
用
協
議
会
に
お
け
る
専
門
家
の
知
識

新
地
町
立
小･

中
学
校
に
お
け
る
校
内
研
修

新地町立小･中学校のICT活用における研究主題

・ 減尐傾向※１にあった新入学児童数が増加                   ※１ 平成２8年度６４名、平成２7年度６７名 

  平成２９年度新入学児童数７７名（前年比120％） H29.1.30現在 

・ 学力検査で小学校４年から中学校２年が全国比平均３．８３ポイント上昇※２   
                                                          ※２ 平成２６年度と平成28年度の結果の比較 

・ 保護者アンケート※３                                   ※３ 平成２７年度の結果、平成28年度も実施中      

    「学力向上に効果的である」９３％  「学習意欲向上に効果的である」９８％ 

教育クラウド・プラットフォーム② （福島県新地町） 教育 





マイナンバーカードを活用した高齢者等への移動支援
（群馬県前橋市、前橋地区タクシー協議会、（一社）ＩＣＴまちづくり共通プラットフォーム推進機構（ＴＯＰＩＣ））

過度な自動車依存社会
 1人あたりの自家用車保有率 群馬県が第１位
 自家用車の旅客輸送分担率 平成７年以降90％超
 100ｍ未満の移動でも4人に1人は自動車を利用

自家用車に頼らない外出を支援するマイタク
 登録者数約2.4万人、月間約2.5万件利用の好評な制度

従来の紙での運用には多大な負担と様々な課題
 毎月約2.5万枚の利用券の回収、データ入力・確認、

年度当初の全登録者への利用券郵送等の膨大な事務処理
 利用者には利用券忘れや紛失などの不便

マイナンバーカードで便利でお得に元気に外出
（高齢者等移動困難者へのタクシー運賃補助「マイタク」のマイナンバーカードを活用した電子化、自動化）

マイタクサーバ

ＴＯＰＩＣ
共通ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

公的個人認証ｼｽﾃﾑ市役所

資格確認
ﾁｹｯﾄ減算

運行ﾃﾞｰﾀ

申込み 失効確認

申込情報登録

運行ﾃﾞｰﾀ確認

自動で作成・保存

登録者ﾃﾞｰﾀ

申込情報登録

マイナンバーカードで利用券を電子化
運行データ作成等も自動化

紙 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ 効果

利用者１人あたりの
印刷郵送費

224円 ０円 100%減
利用券１枚あたりの
作業時間

運転手 120秒
事務員 120秒

運転手 60秒
事務員 ０秒 75%減

タクシー会社・市役所の事務負担・コストの大幅縮減、利用者の利便性向上を実現

利便性の向上（アンケート結果）

📢📢 利用者の86%が 「便利」、 85%が「継続的に利用したい」

📢📢 タクシー会社事務担当者の80%が「便利」

事業効果 拡張・展開の可能性
将来的に健康保険証や共通診察券としても活用

されるマイナンバーカード１枚で、病院までの移動と
受診が可能となる（マイタクの利用目的第一位は通院）

 マイナンバーカードを回数券として活用する仕組み
であり、福祉チケットや施設利用券等としても利用
可能で、全国の自治体への横展開も期待できる

自動運転による無人走行においても、個人の属性に
応じた適切な支援の実施を可能とする仕組み

奨励賞



21世紀型スキルを育むＩＣＴ教育でみんなが住みたくなるまち 
（茨城県つくば市教育委員会） 

全国トップクラスの学力により、人口増加、税収増加を実現 

【課題】研究者2万人科学都市，筑波山など自
然・歴史が豊か，約120カ国の外国人が住む
国際都市→しかし，2035年には人口減少 
 
        もっと魅力あるまちへ 
 
【取組】未来を担う子供たちに21世紀型スキ
ルの育成をＩＣＴ教育で実現 
・地元産官学で21世紀型スキルの育成 
・つくば教育クラウドを活用した家庭学習・放   
 課後学習・特別支援教育 

21世紀型スキルを育むＩＣＴ教育でみんなが住みたくなるまち 

つくば市立春日学園は、総務省からの支援により、クラウド等の最先端情報通信技術を活用した学習・教育システムの関する実証協力校を実施（平成２６年度～）。 

【学力向上】・21世紀型スキル成果。小中ﾌﾟﾚｾﾞﾝｺﾝﾃｽﾄ参加者300名（11年）→10,000名（16年）に増加 
・全国学力調査13年小6→16年中3全国平均比算数Ａ+7.4→+15.0 Ｂ+14.1→+15.4（全国1位より上） 
【人口増加による市民税収の伸び】・人口増04年186,674人→16年231,093人（44,419人増加） 
・子供の増加，春日学園12年900名→現在約1800名（公立学校の教育水準の高さが評判となり首都圏
から流入。・人口流入により税収の伸び，市民税（個人）は04年度101億円が，16年度152億円と1.5倍。 
【メディアによる効果】・多数のメディアによる紹介。宣伝広告費に換算すると高額。例)一般紙1/4面等。 
 
 

奨励賞 



【施策の定量的な効果】 

・バス利用人数（2007年と2014年比較） 
 日高飯能路線 123％（4,507人/月増加）、 ときがわ町路線 159％（5,305人/月増加） 

・バス利用者の満足度（2006年と2014年比較） 
 日高飯能路線 良い・やや良いと回答した率 49％から86％へ（37ポイント増加）  

供給革新と需要創出により地域公共交通の維持確保と地域活性化を支援 

少子高齢化の今、運輸事業だけで地域の足の確
保は不可能。包括的施策、地域づくりの一つとして
のバス事業を考える必要性がある 
バス事業は「見えない」。バス運行データ（利用者が
いるか・いないか？遅延状況は？）、顧客ニーズ、
コスト条件などを、ICT支援によって「見える化」する
仕組み（ハード、ソフト、プロセス）を構築 
 
ICTにより「見える化」することで、包括的施策を含
めた様々な「供給革新」と「需要創出」を立案・実施
し、事業改善と地域活性化を実現 

ICTを活用した見える化による地域活性化とバスサービスの維持確保 
（見える化による供給革新と需要創出） 

ICTを活用した見える化による地域活性化とバスサービスの維持確保 
（イーグルバス株式会社【埼玉県川越市】） 

「地域情報化大賞 
２０１５」 

奨励賞受賞 



あなたが見かけた公共インフラの不具合を位置情報・写真・動画で報告！ 
市民協働で地域課題を共有し、効率的に解決できるスマートフォンアプリです。（2014年 サービス開始） 

防災 
減災 

産業 
創出 

少子 
高齢 

防犯 
医療 
教育等 

ちばレポ 誕生の キッカケ 

 千葉市は公共インフラの不具合対応状況を市民になかなか 
認識してもらえなかった 

 
 千葉市は緊縮財政等で土木関係職員数を削減しており、 
老朽化したインフラを限られた人数で維持管理・更新 
することが課題になっていた 

ちばレポ でこう 変わった！ 

 不具合対応状況が「見える化」されることで、千葉市と市民が 
  協力して地域のインフラ管理に取り組む意識が生まれた 
 
 不具合をクラウド上で一元管理・共有することで、行政 
  部門ごとの連携がスムーズになり、道路管理業務および 
  千葉市行政の効率化に繋がった 

あなたの見つけた「困った」が地域の課題を解決する！ 

By 千葉市 

千葉市民協働レポート(ちばレポ) 

公共インフラの不具合をアプリで報告すると、 
市行政が対応・報告してくれる 

スマートフォン版トップ画面 



   総務省 
地方創生に資する「地域情報化大賞」奨励賞 

受賞歴 

  千葉市 地域 

  市民の投稿したレポート  使用データ 

   緯度経度情報（GPS）、JPG、mpeg等 データ形式 

スマートフォンアプリ 提供形態 

市長が掲げる 
   “ガバメント2.0” 

 ちばレポを生み出した千葉市を束ねるのは、通信業界出身で 
政令指定都市の首長として最年少の熊谷市長である。 
 彼は政策のひとつに「ガバメント2.0」(=市民による公共事業) 
を掲げ、様々なオープンデータ施策に取り組んでいる。自由な行 
政データ活用を進める上で、ちばレポの「協働」というアクショ 
ンは更なるオープンデータ活用のきっかけとなりそうである。 

 ちばレポが生んだ“行政の効率化” 

 ちばレポは千葉市内で起きている公 

共インフラの課題（例えば道路が痛ん 

でいる、公園の遊具が壊れているなど） 

を、市民の投稿したレポートをオープ 

ンデータとして活用することで効率的 

に課題を解決している。 

 

 市民からのレポートはクラウド型C 

RM（顧客管理）システムによるデータ 

ベースで一元管理され、Web上のマッ 

プに表示されることで、不具合情報が 

可視化される。それらを見ながら担当 

課に振り分けている。 

 

 ちばレポが持つ既存の市民情報投稿サイトと異なるユニークな点は、このデータベー

スを行政内の業務フロー改善・効率化に活かしていることである。担当課がこ 

れまでFAXや電話で応対し、Excelや紙で管理していた年間約13,000件にのぼる情報 

は、ちばレポではデータベースで一元管理される。実際に現場に向かう作業員にとって

データが写真・位置情報と紐づいていることは、作業効率の向上に繋がる。 

 

 ちばレポはサービス開始から1年半でレポーター数が約2800人、2,000件にものぼるレ

ポートが寄せられ、既に1,600件以上が対応されている。データを集める基盤を用意する

ことで、市民が中心となった課題解決ができるだけでなく、市政自体も効率化を実現した。  

 （公式HPより レポートの対応状況を表示している ） 

防災 
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あなたの見つけた「困った」が地域の課題を解決する！ 

By 千葉市 

千葉市民協働レポート(ちばレポ) 





ＡＩを活用したチャットボット「イーオのごみ分別案内」（神奈川県横浜市、株式会社NTTドコモ）  

 

   

ＡＩが様々な回答！心理的負担を軽減 “ごみ分別は負担だ“から”少し面白い”に！ 

 
 ・本来分別すべき資源物が１５％混入 
 ・ライフスタイルの多様化（共働き、子育てetc) 
 ・年間14万人の転入者 
   →不適正排出が地域課題に 
 

 「行政のデータ」×「民間企業のＡＩ技術」 
                で新サービスを開始 
 ・会話形式で使いやすい 
 ・365日24時間利用可能 

 ・雑学なども案内することで、ごみ分別に親しみが持てる  

「いつでも、気軽に、わかりやすく」 ＡＩを活用した地域課題解決 

メディア
掲載多数 

ＡＩを活用 
２万語 
に対応 

24時間365日 
会話で回答 

・ＡＩスピーカーや画像認識機能と連携し 
 利便性向上、バリアフリーに 
・ごみ全般や行政の様々な問い合わせに 
・申し込みや申請書の作成も 
・必要な情報を行政から発信 
 
 
 

発展・将来 実績・効果 

横浜市の課題 

  →様々な分野で応用可能 
    すべてのまちで、より便利に 

  →費用を抑えて市民サービスは向上、 

      人的コストの負担軽減。 

    共働きや子育て世帯など様々な   

    ライフスタイルなどにも対応。 

10か月で203万件の利用、30以上のメディア掲載 
コールセンター営業時間外の利用数が5割 
コールセンターに比べ数百分の１のランニングコスト 



 

 

 

 

 

  

水田における水管理（田んぼの見回り）の省力化を実現！ 

 
  

ポンチ絵 

【新潟市における農業の課題】 
 ・農業経営体数の減尐 
 ・一経営体あたりの管理面積の増加（圃場の広域・分散化が加速） 
 ・コメ生産費、栽培管理時間の上昇 
 ・新規就農者への栽培技術の継承 

民間企業の有する革新的技術（ICT）を導入！ 

水田センサ（Paddy Watch） 
田んぼの見回り、代行します！ 

【革新的稲作営農管理システム実証プロジェクト】 
 H27年5月にNTTドコモ、ベジタリア、ウォーターセル、新潟市で
連携協定を締結し、水田センサを活用した大規模実証を開始
（モニター数22名、300基設置、面積460ha） 

 ・ モニター22名の声を反映し、改良された水田センサが、 

  Paddy Watch（商品名）として、H28年4月より全国販売開始！ 

教育×ICT 

・本実証プロジェクトの「スピンオフ企画」として、 
 水田センサを「教育」にも活用 
・市内小学校の学校教育田に設置し、ICTを 
 活用した児童の農業体験学習を実現！ 

田んぼの見回り 労力削減率（最大） 労力削減率（平均） 

①実施回数（回） ▲67％ ▲35％ 

②延べ人員（人） ▲66％ ▲27％ 

③移動距離（km） ▲76％ ▲33％ 

④確認時間（h） ▲76％ ▲43％ 

農業×ICT 

センサ利活用による水田管理 
教育 農林水産業 

ICTで創る新しい農業・教育のかたち 
（水田センサを活用した革新的稲作営農管理システム実証プロジェクト） 



・位置情報公開による市民の安心度、市民からの相談への対応速度が向上（Ｈ26のＨＰ閲覧数：約3万5千件） 

・除雪業務の処理時間短縮による経費減（導入前と比べ減） 

・妙高市で構築された除雪管理システムを元にしたバージョンアップ版が作られ、上越市、十日町市などが導入。県内外

に需要が拡大 

除雪に対する市民の安心度向上、取り組みの県内外への波及 

 雪は、当市にとって貴重な観光資源です。しかし、
状況によっては、生活に悪い影響を及ぼすこともあ
り、市民生活の安全と効率的な除雪対応を図るた
め、除雪管理システムを構築しました。 
 このシステムは、積雪と気温をセンサーで把握す
るほか、除雪車に取り付けた端末から得た位置情
報と仕事量を市役所で一括管理できるものです。 
 そして、雪と気温の状況をウェブサイトから、除雪
車の位置情報をウェブサイトとケーブルテレビから、
市民や観光客向けに提供しています。 

除雪状況の見える化 
（見えて安心 使って楽々 除雪管理システム） 

【本事業は、総務省の地域情報通信技術利活用推進交付金により「地域安心センサーネットワークとＷｅｂプロモーション事業」として実施（平成21～22年度）】 

見えて安心 使って楽々 除雪管理システム （新潟県妙高市） 

「地域情報化大賞 
２０１５」 

奨励賞受賞 



・参加施設数＝75施設（約6割）、住民同意者数 約14,400人（住民同意率＝全島民の約25％） 

・連携システムの活用によるリスク回避 

・多職種が集う「オフ会」を通じた実コミュニケーションの実現 

・蓄積されたデータの二次利用（今後の期待） 

・パッケージ化による他地域への展開 

医療・介護連携の基礎となる情報共有とコミュニケーション環境の構築 

 高齢化率40%を超え、医療・介護資源が乏しい
離島において、激変する医療に伴う複雑な疾患管
理、複数職種の介入が必要な高齢者への対応が
大きな課題である。電子カルテに頼らずに医療情
報を自動収集し、施設規模を問わず双方向に情報
共有するネットワークシステムと、ICTを離れた｢オフ
会」を開催しながら、コミュニケーションをベースとし
た協働を可能とする体制を構築。 
 

 診療時のリスクを軽減し、安全で質の高い 
医療・介護サービスの提供に寄与。 

 
  

電子カルテに頼らない双方向の情報共有システムを構築する「さどひまわりネット」 
（特定非営利活動法人佐渡地域医療連携推進協議会） 

EHR① 佐渡地域医療連携ネットワーク「さどひまわりネット」 医療・介護・健康 



効率的・効果的な鳥獣被害対策に貢献 

  塩尻市が同市内の北小野地区において、水田周辺に獣検知セ
ンサーや罠捕獲センサーを設置。 
 
  獣検知センサーが獣を検知すると、①サイレン音やフラッシュ光で
獣を追い払うとともに、②検知情報がクラウドを介して農家や猟友
会に地図付のメールで配信され、迅速な追い払いや捕獲に寄与。 
 罠捕獲センサーが罠に獣が掛かったことを検知すると、その情報
がクラウドを介して農家や猟友会に地図付のメールで配信され、罠
に掛かった獣の迅速な撤去に寄与。（平成24～25年度：計６匹を
捕獲） 

効率的・効果的な鳥獣被害対策に貢献 
（長野県塩尻市のセンサーネットワークを活用した鳥獣被害対策） 

北小野地区（稲作面積約27ｈａ（※1））における実証の結果、 
被害面積が減少、稲作収入の増大が期待。 

平成２３年度 
平成２４年度 
（実証１年目） 

平成２５年度 
（実証２年目） 

被害面積（※２）[％] ８５ ２０ ０ 

稲作収入（※３）[万円] ３５４ １,８９０ ２,３６２ 

※１ 塩尻市全体の稲作面積（約７００ｈａ）の約４％  ※２ 地元農家への聞き取り調査に基づき、日本ソフトウェアエンジニアリング株式会社が推計 
※３ 耕作可能面積及び１ｈａ当たりの平均稲作収入を基に、日本ソフトウェアエンジニアリング株式会社が推計 

 クラウド 

追尾センサー 

サイレン音 
フラッシュ光 

  センサーネットワークによる鳥獣被害対策 

映像をご覧になりたい方は、こちら ☞ https://www.youtube.com/watch?v=QoxxByHktOw 
 

農林水産業 

https://www.youtube.com/watch?v=QoxxByHktOw
https://www.youtube.com/watch?v=QoxxByHktOw
https://www.youtube.com/watch?v=QoxxByHktOw


 

 

 

従来の1/6の費用で県境を超えた広域連携を実現し、超急性期医療に活用 

  

本取組は、総務省からの支援により、戦略的情報通信研究開発推進制度（平成25,26,29年度）、消防防災科学技術研究推進制度（平成27,28年度）を実施 

ポンチ絵 

ICTクラウド活用で急性心筋梗塞などの救命率をUP！（福井大学、金沢大学） 

ST上昇型急性心筋梗塞（STEMI）では、発症後 
120分以内の再灌流療法が生命予後の改善に重要 

救急搬送の現場から携帯型12誘導心電計を

使いクラウドに心電図と救急画像を送信 

緊急心臓カテーテル治療が可能な病院で心電

図を受信するシステムを開発し運用 

搬送前にST上昇型急性心筋梗塞の確定診断

が可能になり、搬送中に手術の準備が可能 

 病院到着後、90分以内に治療を開始 
 同一システムを福井県と石川県で実現 

救急医療をICTク
ラウドで結びつけ
た 
全国的な地域医療
連携システムの構
築を提言 

 12誘導心電図と救急画像をクラウド
上で広域連携するシステムを運用 

 心電図、画像伝送にかかる費用一日
100円以下 

 治療開始が1時間短縮できると、1年
後の死亡率が1.6%減 

 入院期間も短縮へ！ 急性心筋梗塞発症による重篤化対策と医療費を低減 

クラウド救急医療連携システムで実現する仮想医療圏の広域連携 
（ICT医療普及促進プロジェクト） 

利用
件数 

緊急処
置人数 

導入 
コスト 

PCI治療 
開始時間 

医学的
信頼度 

導入前 0 0 
約300
万円 

約150分 C 

導入後 253 15 50万円 ＜90分 AA 



プログラミング教育 

（一社）国際STEM学習協会 
 山口県山口市立大殿小学校 
  
   市民工房「ファブラボ」を活用し、 
児童が自ら組み立てたロボットを 
プログラミングで動かすことにより、 
ものづくりと関連づけたプログラミ 
ング教育を展開。 

（株）TENTO 
 徳島県神山町立広野小学校 
  
    プログラミングにより、 
郷土芸能である阿波人形浄瑠璃型 
の人形に演技をさせる教材を開発。  
 テレワークのサテライトオフィス 
の従業員を指導者として育成。 

（一社）みんなのコード 
 
 ブラウザベースで利用できる豊富 
な無料教材“Hour of Code”をもとに、 
社会人向けオンラインプログラミング 
講座“TechAcademy”の修了生も指 
導者として育成しつつ、市を挙げて 
プログラミング教育を推進。 

 

http://www.awanavi.jp 

山口県山口市 徳島県神山町 

石川県加賀市 奈良県奈良市等 

奈良女子大学附属中等教育学校 
 宮城県 女川向学館 
 茨城県 古河市立三和東小学校 
 香川県 土庄町立豊島小学校・中学校 
  
 国立学校が、これまで培った知見を活 
かし、遠隔会議システムやSNSによる助言、 
クラウド上でのノウハウの共有等により、 
被災地や離島など、地方におけるプログ 
ラミング教育に貢献。    

教育 



クラウドサービスを利用した山中漆器生産性向上プロジェクト
（一般社団法人山中漆器コンソーシアム）

従来からの商習慣のデジタル化により、サプライチェーンの効率化を実現!!

定
量
的
効
果

副
次
的
効
果

◎漆器屋1社あたり月平均 約75時間削減

•職人の高齢化・後継者不足による生産力の低下
•従来からの商慣習による受発注・請求支払・進捗確認などの手続
きがアナログな運用（紙・電話・FAX・訪問）のため非効率

•製造工程が分業制となっていて、各工程の進捗が分かりにくい

【取組概要図】

•有志による勉強会から着手し、産地全体（地域）の課題と認識
•地域金融機関が産地の取り纏め役となり、自治体・組合と連携
•高齢者の多い職人の理解を得ながら、デジタル化を推進
・

受発注業務の一元化 工程の見える化 請求支払業務の効率化

地域ぐるみで取組む山中漆器産地での「伝統工芸の挑戦」

今
後
の
展
開

成型

塗装

一般社団法人山中漆器コンソーシアム 受注処理
納期回答

進捗状況管理
請求処理

受注処理
納期回答
受取可否
不良通知

進捗状況管理
請求処理

受注処理
発注処理
希望納期
支払処理

進捗状況管理
商品構成マスタ管理

受注先管理
発注先管理

受注処理
納期回答
受取可否
不良通知

進捗状況管理
請求処理

発注
検品

絵付

無駄な作業削減 手続きの効率化生産に集中 コストセーブ
生産作業で 事務作業で

【課題】

【対策】

対象者 業務内容 削減率

漆器屋
支払い事務作業時間 30%
発注事務作業時間 30%
不良率 2%(3→1)

素地屋
請求事務作業 30%
受注作業 10%
在庫圧縮率 5%

塗師屋 請求事務作業 50%
不良率 2%(3→1)

蒔絵屋 請求事務作業 50%
不良率 2%(3→1)

◎イノベーションの始まり
•産地の一体化意識の醸成
•協働・シェアリングの始まり
•新たなことを考える時間の確保
•本業注力による安定的な供給
•総務省事業活用による知名度
向上と参加企業の士気の向上

◎山中漆器産地
•販路拡大
•ブランディング
•共同物流
•海外展開 などを検討予定
◎他地域
•他地域・他産業への展開

奨励賞





 

 

 

 

 

 

漁協経営改善と地域経済効果と豊かな自然環境を実現！ 

 
  

ICTで釣り人と地域と自然環境を結びつけ、川に人が集まるプラットフォームを構築 
川釣りという切り口で地方の抱える問題を解決していく、日本初の内水面漁協を起点にした地方創生事業 

ポンチ絵 

【日本の川における課題】 

①川釣り人口減（２０年前３００万人→現在１７１万人） 
 →川釣り市場と地方経済の縮小 

②漁協の経営状況の悪化（全国８３０漁協の４７.９%が赤字） 
 →３割の遊漁券未購入による収入減と担い手不足（組合員平均年齢６５歳） 

③日本の生態系豊かな川の喪失 
 → 最盛期より全国１９７漁協が解散 

革新的技術フィッシュパス（システム特許取得）を導入！ 

フィッシュパスは川を囲んで、漁協と地域と自然
環境を結び、豊かさと賑わいを目指します 

【漁協と地域と自然環境を結びつけるアプリケーションサービス】 
 漁協…………遊漁券問題の解決と釣り情報と防災安全提供 

  地域…………地元店と共存し、地域情報を発信し地域外からの誘客 
 自然…………GPS集積データによる漁場整備と地域コミュニティーの参加 

＊④は提携漁協（3漁協）所在地域内経済効果の合算：調査 福井県立大学 北島研究室 

社会的効果 漁協 × 地域 × 自然 

釣り人集積データによる漁場整備の選択と集中 

親子による河川清掃、魚の放流参加   

    県外からの参加者413名（総数582名）         

     安全で生態系豊かな川の実現  

経済的効果   漁協 × 地域 × 自然 

日本の川・地方を豊かにする遊漁券オンライン販売システム：フィッシュパス（福井県 株式会社フィッシュパス） 

従来 事業効果 

①釣り人口増（遊漁券収入）  １０％減/毎年 前年比１４８％増 

②漁協の監視業務効率化 ６時間/１日 ２時間/１日に削減 

③漁場整備範囲の拡大 １５㎢ ３０㎢に拡大 

④地域施設の誘客（新創出） ５～８％減/毎年 ２４０.３万円創出 



公共交通オープンデータ“最先端田舎”への挑戦！（岐阜県中津川市）

インターネットによるバス経路検索の充実に向けた取り組み

•インターネットによる経路検索が当たり前
だが、中小バス路線は整備が遅れている

•路線バスに乗る外国人旅行客が多い
•地方公共交通網は衰退傾向

•経路検索されなければバスは走っていないのと同じ
•公共交通の利用機会を失い、利用者減の一因に
•多言語での案内の充実が急務

•北恵那バスと市コミバスが経路検索可能に
•病院でデジタルサイネージによる運行情報の案内
•クリスマスバスを利用したバスロケーションサービス
•アプリ開発や調査・研究にオープンデータを活用

◎標準的なバス情報フォーマット（GTFS-JP）データを整備
◎オープンデータ化で誰でも自由に活用可能に

背景

課題

取組

活用

バスを待つ外国人旅行客

デジタルサイネージアンケート北恵那バス馬籠線アンケート

バスデータ整備とICT活用で、衰退傾向の続く地域公共交通網の維持・活性化へ！

地域の公共交通網を守る！

•データは市職員が作成・・・費用ゼロ！

地域の足を守る＝定住できる街に

•経路検索は多言語に対応
•利便性向上で利用者の増加に期待
•人員不足のバス事業者がICT活用による
生産性向上と業務効率化へ

馬籠ゆきのバスについてどのようにしてお知
りになりましたか？（N=117 複数回答有）

病院の待合室に設置されたモニターについて
どのように思いますか？（N=91）

多言語対応効果！ 利便性向上！

公共交通の利便
性向上を通じて利
用者を確保！

行政のみならず、交通事業者や地域の

関係者が協働で取り組んでいます！

優秀賞
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村の基幹産業である林業・建築業の６次産業化を実現 

    ・ 第３回全国村長サミットにおいて、「村オブザイヤー（最優秀賞）」を受賞 

    ・ 国産材を利用した住宅建築の受注件数１５３件、売上高約４０億円 
東京都の顧客からも受注するなど、新規顧客の獲得に貢献 

    ・ 村の森林組合木材出荷量増（約４８％増加）、建設業の売上増（約７０％増加）、村民の
一人あたり所得増（約１６％増加）に貢献 

 東白川村が、内外の住宅建築予定者向けに、住宅の
間取り・費用を自由に設計できるシミュレーションシステム
と、代理人（村役場職員）が最適な建築士や工務店を
マッチングできる仕組みを構築 
 村内の基幹産業である材木加工、住宅建築などの関係
者が一体となって参加・協力 
 
 
 高品質で安価な産直国産材を利用した、デザイン性・機
能性の高い住宅建築を村外からも手軽に受注できる環
境を実現したことで、林業・建築業の収入増等に寄与 

総ひのき注文住宅を村から街へお手軽ネット直販 
（岐阜県東白川村の林業高度化プロジェクト） 

岐阜県東白川村は、総務省からの支援により、ICT利活用事業（H20～21年度、国産材利用向上システムを構築）を実施 

地元国産材を利用した家づくり 

東白川村の東濃ひのき（国産材） 
綺麗な木目と高い耐久性が特徴 

※H21～27年度実績 

顧客 代理人 
（村役場） 

建築士 

工務店 

建築士 

工務店 

設計・見積りから建築・施工
までをインターネット経由で 
ワンストップ処理可能 

①設計シミュレー
ションシステム 

②マッチング
サポート 

相談・紹介から 
施工管理まで 
安心サポート 

フォレスタイルプロジェクト 

ゲーム感覚で設計 

＜※他地域への横展開のため、システムの無償譲渡も容認＞ 

※最近３年間の比較 

ICTを利活用した林業・建築業の6次産業化 地域ビジネス 



しずみちinfo・通行規制データのリアルタイム・オープン化 （静岡県静岡市） 

『道路』に関するWebAPIによるオープンデータ提供数 0種類 → 35種類 

 ・ 民間の情報活用を促す動的データの提供数 0種類 → ３種類 （通行規制情報など） 

 ・ 地図の高度化に繋がる静的データの提供数 0種類 → 32種類 （道路台帳図など） 

IoTデータのリアルタイム・オープン化 アンダーパス冠水水位提供箇所  ６箇所 

 ・ 平成30年度末までに冠水の危険がある全てのアンダーパスで提供予定（静岡市内） 

民間活用を促す道路情報の動的データをAPIよりオープンデータ提供 

 行政サイトの閲覧者は限定的 情報提供手法に課題 
 民間企業との実証実験で課題解決 
  
 道路災害や通行規制を扱う「しずみちinfo」にて 
 REST APIより地理空間データをリアルタイムに 
 オープンデータ提供するサービスを構築 
 
 道路情報に限らず、様々な行政情報を 気軽に 
 アプリへ組合せ（マッシュアップ）可能になる 
 ・ 観光データなど地域情報の発信力強化！！ 

行政が持つ道路情報を高頻度で更新・提供、自治体情報の利用高度化を図る 
（道路情報のリアルタイム・オープンデータ化プロジェクト） 

優秀賞 



申請者 ヤンマー株式会社 

事業概要 
農的空間（ビニールハウス等）における環境センシング技術の
開発・実証のためのテストベッドを構築 

実施地域 滋賀県米原市周辺 

設備（テストベッド）で開発・実証し
ようとする新たな電気通信技術 

農的空間における環境センシング技術 

 農的空間における環境センシング技術の開発・実証のためのテストベッド供用事業 テストベッド 
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総務省 地域ＩｏＴ実装推進ロードマップ 
（平成２９年５月２４日改定）より引用 
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個人の生涯(ライフステージ) 

生命の
誕生 

出生 乳幼児 学童 学生 社会人 退職 死亡 

個人の生涯の健康･医療･福祉･介護履歴情報を

「ポケットカルテ」で管理する 



健康 

･健診 

･予防 

･健康管理 

未病 

･健診 

･セルフメ
ディケー
ション 

･放置 

発病 

･受診 

･放置 

増悪 

･受診 

･放置 

回復不能 

･長期入院 

･自宅療養 

･要介護 

･要医療 

･死亡 

ポケットカルテは全てをカバー 

地域医療連系システム(電子カルテの病院間連携)
とポケットカルテの違い 

電子カルテの対象はここだけ 

Copyright 2017 Yuki Kitaoka 
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地域情報化大賞/総務大臣賞 受賞 
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厚生労働省健康局長優良賞 受賞 



ＩＣＴ技術を活用した廃棄物処理効率化による資源循環の構築
（京都府・舞鶴市）

廃棄物の収集効率化を実現。収集出動回数・走行距離削減！

静脈物流（廃棄物の回収）効率化によるリサイクルが進む仕組みの構築

京都府 実証実験結果 効果

産業廃棄物回収走行距離 20％削減

【課題】
 廃棄物回収はピストン方式が多く採用
 複数拠点を一度に回る方式では、どこにどれだけ廃棄物

があるのか、把握できないため、非効率な回収に陥る。
 回収コストがかかることがリサイクル阻害の要因の一つ。

【①センサリング】

廃棄物保管量測定センサからデータを定期通信、堆積状況をモニタ

リング

【②収集・分析】

センサからLPWA/3G等無線通信でデータ創出し、プラットフォームに

て蓄積・分析

【③可視化・最適化】

分析結果を可視化し、収集事業者に対し最適ルート提示や体積状

況をWEBやメール通知

技術提供：西日本電信電話株式会社、ＮＩＳＳＨＡ株式会社、
ＥＮＥＶＯ Ｊａｐａｎ株式会社

今後の展開

対象廃棄物の拡大
（実証の中で回収した廃プラスチック類や、小型家電のみでなく、その他リサイクルが可能なガラス・廃油・金属等の様々な廃棄物への応用）
機能拡充による中小企業も参加できる仕組みづくり
（廃棄物の排出段階から処理までを電子化することで、企業が行う廃棄物管理の手間を削減）

舞鶴市 実証実験結果 効果

小型家電回収走行距離 42％削減

プラスチック包装類走行距離 40％削減

奨励賞



【目的】 
波浪計等を活用した高精度 
災害予測及び避難誘導情報 
等の確実な提供 
 
【開発、実証要素】 
・波浪計等のﾃﾞｰﾀの即時収集 
・波浪ﾃﾞｰﾀによる精緻被害予測 
・準天頂衛星のﾒｯｾｰｼﾞ機能の 
 利活用 

実証モデル１ 

【目的】 
地下街等の屋内空間における 
位置に連動した災害情報の提供 
 
 
【開発、実証要素】 
・屋内測位技術のｼｰﾑﾚｽ化 
・災害時等における情報伝達 
・平時/災害時の情報配信ｼｽﾃﾑ 
 の切替 

実証モデル２ 

【目的】 
山間部や過疎地域等における豪雨、
洪水等の災害情報の迅速な把握と
適切な情報提供 
 
【開発、実証要素】 
・ＳＮＳのﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ分析による被災
状況等のＧＩＳ上への可視化 
・多層的かつ多様なﾒﾃﾞｨｱによる 
 位置に連動した情報伝達 

実証モデル３ 

● 地震・津波等による広域災害や緊急性を要する大規模災害に対して、Ｇ空間情報（地理空間情報）とＩＣＴを連携させて構築

する先端的な防災システム。G空間防災システムの活用による地域連携を図ることにより、地域の災害に対する予測力・予防

力・対応力を強化し、被害の縮小と復興・復旧までの経済的・時間的ロスの最小限化を実現。 

リアルタイム津波浸水・被害予測システム（高知市・石巻市） 地下街防災システム（大阪府大阪市） 地域防災システム（熊本県人吉市） 

Ｇ空間防災システム 防災 



オープンデータ化した地域資料の利活用を通じて大阪の魅力を発信（大阪市立中央図書館）

デジタルアーカイブの認知度・利活用の増加、行政事務の効率化

【課題と現状】
▸図書館の取組を「大阪市ICT戦略」に位置付けが必要
▸劣化の激しい古文書資料の保存と情報活用のために
公開している大阪市立図書館デジタルアーカイブの
二次利用の申請が煩雑、事務が膨大

▸ 「『大阪市ICT戦略』に沿った図書館の今後のあり方」
「同アクションプラン」を策定
▸地域経済に資することを目的にデジタルアーカイブの
コンテンツの中から著作権が消滅した地域資料を
オープンデータとして提供、更なる利活用に向けて広報拡大

地域資料のオープンデータを使って、新たな地域情報・ビジネスを創出！
（#大阪オープンデータ）

取組の概要図
（プレーヤーとその役割分担、システムの
概要等がわかる図を記載してください。）

アクセス数の推移 二次利用申請数 オープンデータを使って
・新たなビジネスの創出
・新しい地域情報・資源の作成

市民のシビックプライドを高める
「大阪への愛着」

優秀賞



スマートキッズCity “YAOCCO” ー成長への切れ目のない支援事業【医療・福祉、教育】

IoT活用にてこども園における成長への切れ目のない支援事業
（母子健康手帳データ化推進協議会 （大阪府八尾市））

地域課題
子どもの軽度発達障害（以下、障がい）やいじめ等、
保護者の子育てリスクは高まっており、かつ、信頼・安心
できる子育て情報は少ない状況にある。
一方、保育園においても保育士の業務負担は増大して
おり、保育士の肉体的精神的負荷は重くなっている。

①障がい·いじめのリスク兆候予測
②健康記録の自動化による保育士の仕事の軽減
③保護者のデジタルバディ（子育てをする保護者のバーチャル伴走者）

予防接種·感染症管理、子どもの健康状態、信頼できる子育て
情報提等、標準的システムモデルを構築するものである。

１．障がい・いじめの兆候

２．保育士の業務負担

３．信頼・安心出来る情報の提供度

・障がいの早期発見リスク ・いじめの早期発見リスク
・実証こども園で、障がいやいじめの兆候を
知ることで、園児における障がいが疑わしい
園児が3名(9％)見つかった。

・登降園時の時間管理作業（台帳への本人記入確認、転記）
・午睡時のうつぶせ寝による突然死に回避（5分に１回の確認）
・身長、体重、体温の健診作業（確認、転記作業）

子ども/保護者/保育士にとって最適な子育て環境の実現

・実証こども園における事務作業の為の時間が
保育士一人１日平均13.86分削減された。

・保護者のこども園に対する満足度が70％と
なった。(ｳｴｱﾗﾌﾞﾙ端末装着33名の園児保護者
による５段階アンケート）

・WEB上での子育て情報過多・保護者からの問合せ対応
・過敏な感染情報氾濫 ・予防接種の正確な記録

こうした子育てを取り巻く実態をうけ

得られた成果

本事業では、子どもの日常生活等から収集するﾋﾞｯｸﾋﾃﾞｰﾀを活用し、

奨励賞



 PHRシステムによる介護予防事業への効果 
• サロン参加者の3割以上に、「知り合いの数」「会話の機会」「友人と会う機会（週1回以上）」の増加が見られた 
• PHRシステムによるフィードバックが参加者の介護予防への意欲醸成に貢献 （92％の参加者が事業継続参加を意向） 

  (今後4年間の要支援・要介護認定率を1.3%抑制できると試算) 

 情報連携基盤の導入・活用による効果 
• 課題や仮説の明確化、地域の多様な担い手の巻き込み、PDCA実践による施策品質向上・最適化等により、神戸市
全域に展開すると年間4億円の介護給付費抑制効果と試算。 

1．地域の課題 

2．実証の概要 

3．主な成果 

•サロン、趣味活動、体操教室等の介護予防事
業を実施し、タブレット端末やＮＦＣ付活動量
計を用いたＰＨＲシステムによって住民の参加
記録・活動量・問診情報を取得。参加者には 
ＰＨＲのグラフ化やゲーム性を加えたフィード
バックを実施 

•自治体が保有する医療・介護情報や個人の
簡易問診データ等を情報連携基盤に統合し、
分析結果をもとに要介護リスク、地域資源分
布など個人・地域の特性を示す指標を策定 

•個人・地域の指標を帳票化（見える化）し、自
治体・地域包括支援センター職員・民間企業
等における施策改善等の活用可能性を検討 

 情報連携基盤の導入・活用により地域の特性を見
える化し施策のＰＤＣＡサイクルを確立 

 住民のＰＨＲの推移による介護予防事業の評価 

•介護予防・日常生活支援総合事業では地域の特性を踏まえ
たＰＤＣＡサイクルによる介護予防施策が必要 
•閉じこもり予防など個々の介護予防事業の効果検証が必要 

    PHR ICT地域包括ケアモデル（介護予防モデル）（神戸市） 医療・介護・健康 



e-MATCHよる奈良県の救急医療体制改善への支援 （バーズ・ビュー株式会社） 

過去、救急搬送業務に関わらず組織は、消防本部・救急隊・医療機関・行政であり、それぞれが個別に改善努
力を行ってきた。しかし、地域における救急医療の質向上の視点、すなわち住民の視点からすると、組織間での
適切な情報連携と迅速な意思決定・判断に基づく合理的な救急搬送の実施、組織横断的な地域の救急医療の
評価と業務改善が鍵となる。本システムは、救命救急医療の全関係者による取組みを支える仕組みとして開発
された。地域全体を俯瞰する“鳥の視点（Bird's View）”で「地域の救急医療の現状」を把握し、全関係者のPDSA

活動を支援することが、本事業の取組みである。 

奈良県では、困難事例が頻発し、関係各機関
の個別に行う改善では対応しきれなかった。そ
の原因は、医療体制の改善のPDSA（Plan-Do-
Study-Act）の際の情報不足であり、地域の救

急医療の現状を把握できていない可能性が
あった。これを解決するには、地域全体を俯瞰
し、現状を把握できる情報が必要不可欠であ
る。そのために、「e-MATCH」が考案され、同県

に導入を推進することとなった。 

具体的には、①現場滞在時間の長期化を改
善、②専門外の医療機関への搬送の回避、が、
e-MATCH導入の目的である。そして、効果とし

て、①重症外傷対応医療機関における応需割
合の向上、②現場活動時間30分以上の割合

の減少（重症外傷患者の場合）、③現場での
照会回数が4回以上の割合の減少（重症外傷

患者の場合）が報告されている。 

取組の成功は①問題点が共有できており、向かうべき方向性も明確
化できている、②県の主幹部門がイニシアチブを取れている、ため。 

今後も収集データの拡充やデータ入力のための救急隊の負荷を軽
減を促進するためのブラッシュアップを続けていく。 

地域サービス創生部門 



取組のポイント 

①独創性・先進性： 
システムは総務省消防庁が推奨する「救急業務において活用されるICTの標準的な機能」を網羅しており、その開発には、救急
医療やパブリックヘルス、健康情報、医療マネージメントの専門家が、監修ではなく、直接参加した。 
 

③横展開の可能性： 

医学的なエビデンスを救急医学の研究に利用し、学会発表というアカデミックな動きの中で、他地域の医療者を通して、拡がるこ
とを期待できる。県境越えの救急患者に対するシームレスな機能を有するため、隣県への拡大が予想できる。 

⑤住民参加： 

住民向けにも情報提供を行うことを検討中である。また、システムの支援による搬送先選定の効率化により、救急車を要請する
住民の信頼を獲得しできる。この信頼が、救急医療関係者のモチベーションアップに繋がる、 

⑦その他： 

県の全域で行う事業であることより、救急隊と医療機関に一体感を与える取組みになり、相乗効果が期待できる。将来的に本シ
ステムを自分たちの道具としてしっかり活用できるようになれば、順民の信頼を得ることが可能である。 

②継続性： 

システムの使用に伴い、消防本部・医療機関それぞれの月報が自動作成されるだけではなく、搬送実施基準の評価・見直しが可
能となる。継続的に地域の救急医療改善に寄与することができる。 

④効果的なICT利活用： 
使用する端末はコンシューマー向けに販売されているApple社のiPadを採用しており、容易な使用感をもたらしている。また、クラ
ウドやMDM（Mobile Device Management）の利用が、導入や運用・保守を容易にしている。 

⑥波及効果： 

蓄積されたデータ活用のための人材育成などが考えられる。また、事業を継続することで、救急医療において、安心・安全な県で
あるイメージが定着していく。これにより、システムを利用した救急医療の質の改善が、県内外で地域への好印象の下支えとなる。 



ママスクエア葛城店 ～テレワークを活用した母親雇用創出事業～ （奈良県葛城市） 

・ 取り組みを通じてこれまで育児に専念していた市内在住の母親約30名を新たに雇用。 

・ 母親は平均で1勤務日当たり3.69時間（10.11日/月、37.31時間/月）働いており、テレワークを通じて子育てと両

立可能な柔軟な働き方が実現されている。※事業開始後３か月の実績 

・ 店舗全体で1,043,271円/月の給料が支払われ、市内に年換算約1250万円の所得が新たに生じている。
事業実施３年で初期投資にかかる市の財政負担以上の投資効果をあげる見込み。※事業開始後３か月の実績 

市内在住の母親が子育てしながら働ける環境を整備 

【市の現状と課題】 
✔ 全国と比較して結婚・出産を機に離職する女性
の割合が高いが、就労を希望する女性も多く存在。 

✔ アンケートでは、出産の希望が叶わない理由とし
て、子育てに伴う財政的負担、身体的負担、精神
的負担が多く挙げられた。 

テレワークを活用して地方都市の母親が活躍できる社会の実現へ！ 
（テレワークを活用した母親雇用創出プロジェクト） 

ポンチ絵 

【課題解決に向けたアプローチ】 
✔ 育児を行う母親が大きな負担なく働ける環境とし
て、キッズスペースとワーキングスペースを併設した
サテライトオフィス「ママスクエア葛城店」を開設。 

ワーキングスペースに同時に20名の母親が働けるテレワーク環境を整備 
キッズスペースに保育士資格を持つスタッフを配置して子どもを預かる 

ワーキングスペース 

キッズスペース 

カフェスペース 

ママスクエア葛城店イメージ 

奨励賞 



ヷリコピン人参500トンの生産で経済波及効果4.5億円（2015年度目標） 

ヷ全国30都道府県、約40社の量販店で6か月流通（2015年度目標） 

ヷ10都道府県の約60人の農業生産者の所得の安定化 

ヷ現在も生産者を募集中。今後、品目の増強と海外への販売も視野。 

複数地域の生産者の経営安定化に寄与。地域間の共創環境を創生 

通常の人参は1地域での出荷可能期間は１ヶ月余りだが、
ＮＫアグリのリコピン高含有人参「こいくれない」は、育成、
栄養価と相関性のある環境条件を解明、IoT環境セン
サヸを設置することにより複数の産地でも導入可能な収
穫時期予測システムを構築した。 
 
開始から２年で10都道府県約60人の生産者との連携
し、6カ月間出荷出来るブランドを構築。全国5ヵ所のIoT
センサヸによる収穫予測により、相場に左右されない安
定価格での買取,販売で,生産者の作業計画性,経営の安
定化に寄与。全国の量販店で流通。 

農業IoTで「地域の旬」を繋ぐ、地域共創による農業の経営安定化 
（地域をつないでバリューチェーン「リコピン人参こいくれない」プロジェクト） 

地域をつないで一つのバリュヸチェヸン「リコピン人参プロジェクト」 
（NKアグリ株式会社【和歌山県和歌山市】） 

「地域情報化大賞 
２０１５」 

部門賞受賞 



テレワーク① 和歌山県白浜町 

○ 平成26年度補正の事業により白浜町ITビジネスオフィス１階部分をテレワーク拠点（サテライトオフィス） 
  に改修。海岸を見下ろす眺望の良いオフィスで、「観光リゾートモデル」のふるさとテレワークを実施。 
  また、子育て・防災等に関する生活直結サービスを提供。 

代表団体 NECソリューションイノベータ株式会社 地方移動人数/
地元雇用人数 

＜目標＞ 
地方移動人数：１８人 
地元雇用人数：３～４人 
＜成果＞ 
地方移動人数：２７人 
地元雇用人数：４人 

実施地域 和歌山県白浜町 

地方進出企業 株式会社セールスフォース・ドットコム、
株式会社ブイキューブ、rakumo株式
会社、ブレインハーツ株式会社 

＜東京とのテレビ会議の模様＞ 

＜高市大臣の視察模様＞ 

㈱セールスフォース・ドットコム資料より抜粋 

+31%  

生産性 
 (7ヶ月間平成27年10月1日～平成28年4月30日までの結果） 

社会貢献 • アプリ説明会 

• ITオフィス交流会 

• 地引き網 

• 祭り 

• 大相撲巡業 

• ビジター８０名+ 

• 清掃活動 

• 白良浜観光協会 

• 御所際 

• 朝活(事例、機能) 

• 地場企業訪問 

• SDR、BDRの交流 

• 家族との時間 

• 家族ぐるみ 

10h 13h 
自己投資 

64時間の活用方法 

24h 17h 

+20%  

ライフ 

地域交流 
商談件数 

契約金額 

働き方 



遠隔授業の安定運用の実現と協働オファー獲得 

 
離島(中山間)地域におい
て、ICTを活用し硬質化した
コミュニティを打破する。ICT
活用により実施する遠隔授
業によって持ち込まれた多
様性(多様な大人・高校
生・中学生)の中で、競争
心・表現力・多文化協働力
を身につける。 

持続可能な地域づくりに必要不可欠なヒトづくり-グローカル(Glocal)人材の育成- 
（硬質化したコミュニティを打破するICT活用プロジェクト） 

本法人は、総務省からの支援により、ICTドリームスクール事業を実施（平成27・28年度）。 

 
持続可能な地域づくりに必要不可欠なグローカル
（Glocal）人材の育成 

   継続性の高いモノづくり 
                  →外貨獲得・ 
                   雇用創出 

天 
地 人 

  モノづくりを支えるヒトづくり 
       =グローカル人材 
        （Glocal人材） 
       =地域の担い手・つくり手 

島前三島をつなぐ遠隔授業 

日本全国とつなぐ 
遠隔キャリア教育 

有識者まちづくり遠隔授業 大人 

高校生 

中学生 

ICT活用 
→硬質化した

コミュニティの
打破 

【中学生向け遠隔授業】 

・年４８回の授業配信（クラウド上で習熟度別授業実施） 

→英語講師は群馬県在住（テレワーク） 

・今年度より島前三島の中学生に加え、兵庫県南あわじ

市沼島の中学生も参画 

【高校生向け遠隔キャリア教育】 

・今年度島前×島根県雲南市で２回の授業実施 

→参加生徒アンケート「また参加したい」「継続して

交流したい」「他の地域とも交流したい」100% 

・山陰中央新報掲載→全国から協働オファー 

遠隔授業システム
の拡大 

未来の地域の 
担い手・つくり手 
（グローカル人材） 

離島中
山間地
域の課
題解決 

教
育
の 

地
産
地
消 

３つの力 

（競争心・
表現力・
多文化協
働力）の
醸成 

小規模校集合体バーチャルクラス（クラウド遠隔授業システム） 
（（一財）島前ふるさと魅力化財団 隠岐國学習センター【島根県隠岐郡海士町】） 

「地域情報化大賞 
２０１５」 

アドバイザー賞受賞 



インテリジェントICT地域実装計画2018（倉敷市・データクレイドル）

【成果】人材を伴う「官民データ活用プラットフォーム」が整備され、持続的に成長。

人材育成からサービス提供、ビジネス創出までをパッケージ化した
官民データ活用プラットフォーム

情報サービス業、特に成長が見込まれるデータ産業を振興。

サービス、人材、ビジネスの創出プロジェクトを相互連携。

【人材育成】
 セミナー等受講者及びイベント参加者累積数が、 2019年2月に1,200人を突破。
 公共データサイエンティスト育成累積数25名。（内、10名をデータクレイドルが雇用）
 女性・障害者・学生を含む市民データサイエンティスト21名+2団体が登録し、

各種業務に参加。（現時点ではデータクレイドルが、人材育成と品質管理を実施。）
【プロジェクト・ビジネス創出】
 本事業で蓄積されたデータとノウハウを活用して、地域に多種多様なデータ・プロジェクト
やデータ・ビジネスが創出・誘引。（2018年度実績：30件以上）

【今後の展開】

（参考：倉敷みらい創生戦略）

（出所：平成29年度版情報通信白書）

【地方創生における課題】
倉敷市の産業別就業者数において、今後の成長が見込まれ
る情報サービス業の特化係数が0.13（2016年）と低い。

【データ流通・利活用における課題】
「収集データの利活用方法の欠如、費用対効果が不明瞭」
及び「データを取り扱う人材の不足」が他国と比較し顕著。

公共データサイエンティスト法人を志向して設立されたデータクレイ
ドルを中核として、オープンデータ及びそれらを活用した地域特性分
析や、音声AIボット等の各種データサービスを展開。また、それらの
開発過程で蓄積されたノウハウを活用して、新たな人材を育成する
サービスや、行政が直接取り扱うことが困難な個別事業者のデータ
活用をサポート可能な体制を整備し、各種システムサービスとパッ
ケージ化して、「官民データ活用プラットフォーム」として運用。

右図のサイクルを継続
的に回しつつ、地域内
外の事業パートナーとの
連携を拡充。

公共データサービス産業の振興

奨励賞



クラウドとロボットセンサーを活用した森林資源の情報共有等 

 岡山県真庭市は、美作（みまさか）地方に位置する地方都市（成熟都市）であり、面積の8割を森林が占める。 
 木材産業が発展しており、木質バイオマス発電所が平成27年度より稼働。燃料等森林資源の安定供給が課題。 
 過去に、大型台風の襲来による大規模な風倒木被害が発生。資源保全・土砂災害防止の視点から対策が必要。 

クラウドを活用した森林資源の情報共有 

 地番現況図を共通IDとした森林林業クラウドを導入し、行政機関と資源生産事業者との情報共有を促進。 
 ロボットセンサー（UAV）を導入、樹木の位置や種類等を上空から柔軟に把握する体制を構築。 
 上記を災害時に活用し、風倒木や土砂災害発生箇所を迅速に把握し、関係者にて共有。 

実
証
内
容
 

課
題
 

成
果
・
効
果
 

 森林組合が土地所有者情報を把握する際、従来は１区画に２人がかりで終日（８時間程度）費やしていたが、森林林業
クラウドを用いた地番現況図の閲覧によって、簡易な画面上の操作（１分程度）で作業を完了させることが可能となった。 

 また、森林資源の分布（樹木の種類別面積、生育状況等）を把握する際、従来は１区画に２人がかりで終日（８時間程
度）費やしていたが、ロボットセンサーを用いた空中写真等、森林林業クラウドに蓄積された情報の活用により、簡易な
画面上の操作（１分程度）で作業を完了させることが可能となった。 

森林資源量の把握・関係者間の共有 
森林林業クラウド 

ロボットセンサー 

森林資源の有効活用 
木質バイオマス発電等への 
燃料安定供給 

岡山県真庭市は、総務省からの支援により、ＩＣＴ街づくり推進事業（H25年度）を実施。 

映像をご覧になりたい方は、こちら ☞ https://www.youtube.com/watch?v=3mZKGXKRVSk&feature=youtu.be 
  

農林水産業 

https://www.youtube.com/watch?v=3mZKGXKRVSk&feature=youtu.be
https://www.youtube.com/watch?v=3mZKGXKRVSk&feature=youtu.be
https://www.youtube.com/watch?v=3mZKGXKRVSk&feature=youtu.be


・ データを活用した保健事業により医療費の適正化を図る 

・ 保健事業の実施に必要な人材（保健師・看護師など）の雇用創出に貢献 

・ 被保険者の健康増進により健康寿命の延伸や生産年齢人口の確保に貢献 

・ 呉市の保健事業が「データヘルス」のモデルケースとなり、全国の自治体へ横展開へ 

ＩＣＴによる地方創生の事例（広島県呉市） 

医療費適正化と被保険者の健康増進に貢献 

 ㈱デ－タホライゾン（広島県広島市）が、広島県
呉市の医療費適正化や健康寿命の延伸といった
課題に対処するため、レセプト（診療報酬明細書）
データを独自のICT技術で分析し、効率的・効果的
な保健事業（データヘルス）の実施に必要な情報を
提供するサービスを実施 

レセプト・健診データの分析によるデータヘルスの取り組み支援 
（ICTを活用した独自のレセプト分析技術による医療費適正化） 

呉市（保険者） 被保険者 

レセプト 
分析技術 

地方創生に資する 
「地域情報化大賞」 
部門賞受賞 

データホライゾン 

①レセプトデータ 

②情報サービス ③保健事業 

ジェネリック医薬品への切替で医療費削減効果約1.5億円（H25年度） 

糖尿病性腎症重症化予防で国保被保険者の透析移行遅延に貢献 

 ・糖尿病性腎症重症化予防 
 ・受診勧奨指導 
 ・重複・頻回受診者指導 
 ・ジェネリック医薬品利用促進通知等 



・128施設参加：同意者数 約16000人 月別同意者数 300人 検査重複 11％、重複投与 4％ 

・尾道方式の神髄：ケアカンファランス前の客観的情報取得 閲覧情報：病状把握(93%) （画像・検査・処方情報） 

・ビロードケアシステム（多職種による医療情報提供） 因島医師会 同意者数 約200名 

・健康増進・健康寿命延伸  特定健診非該当者：4% 病人 6% 病気予備群 病人の2/3は医療機関未受診 

・地域包括ケアICTシステムの標準化 

住み慣れた地域で安心して暮らせる環境 

 尾道市医師会方式として良く知られている切れ
目のない医療・介護連携にICT ネットワークを被せ 、
多職種協働 の円滑な情報共有を目指す。医療と
介護とが一体化された適切な入力システムはなく、
医療に届く介護等の情報入力システムを開発、さ
らに 壮年期の健康推進、健康寿命延伸を目的と
して健診情報等を連携させ地域包括ケアICTシス
テムを構築。 
 
 病気にならぬよう（未病）、なっても重症化させな
い、介護予防も図り健康寿命を延伸。 
 
  

ICTでの地域包括ケアの更なる進化をめざす天かけるネットの取組 
（天かける医療介護連携事業運営協議会） 

（本協議会は、総務省からの支援により健康情報活用基盤構築事業を実施【平成23，24年度】）。 

ICTで地域包括ケアの更なる進化をめざす天かけるネットの取組 
（天かける医療介護連携事業運営協議会【広島県尾道市】） 

「地域情報化大賞 
２０１５」 

奨励賞受賞 



農場センサを活用した最適な栽培手法の共有 

ＩＣＴによる生産者の栽培支援と生産方法の共有等により効率化 

５年後に調達量の総量を５倍にすることを目標 

「獺祭」ブランドの向上、蔵元・農家の経営改善の好循環 
（※ 現在、「獺祭」は２０か国・地域に輸出中） 

日本酒「獺祭」蔵元（旭酒造）が、生産者と 
協働し、栽培の難しい最高級酒米「山田錦」
の最適な栽培手法・ノウハウをクラウドに蓄積、
相互に情報（ビッグデータ）を共有 

原 料 米 の 安 定 調 達 に よ る 生 産 拡 大 、    
地域生産者の 所得向上の好循環を形成 

農業の収益力・生産性の向上 
（富士通・旭酒造の食・農クラウド） 

「獺祭」の醸造に使われる「山田錦」の 
栽培手法・ノウハウを共有し、農家の栽培を支援 

食・農クラウド 

栽培実績 
データ 

効果的な 
情報共有 

「山田錦」の安定生産 
「獺祭」ブランドの向上 農場センサ 

生産者の 
栽培記録 

新規の生産者 

ノウハウ蓄積＋情報共有基盤 

農林水産業 



プログラミング教育 

（一社）国際STEM学習協会 
 山口県山口市立大殿小学校 
  
   市民工房「ファブラボ」を活用し、 
児童が自ら組み立てたロボットを 
プログラミングで動かすことにより、 
ものづくりと関連づけたプログラミ 
ング教育を展開。 

（株）TENTO 
 徳島県神山町立広野小学校 
  
    プログラミングにより、 
郷土芸能である阿波人形浄瑠璃型 
の人形に演技をさせる教材を開発。  
 テレワークのサテライトオフィス 
の従業員を指導者として育成。 

（一社）みんなのコード 
 
 ブラウザベースで利用できる豊富 
な無料教材“Hour of Code”をもとに、 
社会人向けオンラインプログラミング 
講座“TechAcademy”の修了生も指 
導者として育成しつつ、市を挙げて 
プログラミング教育を推進。 

 

http://www.awanavi.jp 

山口県山口市 徳島県神山町 

石川県加賀市 奈良県奈良市等 

奈良女子大学附属中等教育学校 
 宮城県 女川向学館 
 茨城県 古河市立三和東小学校 
 香川県 土庄町立豊島小学校・中学校 
  
 国立学校が、これまで培った知見を活 
かし、遠隔会議システムやSNSによる助言、 
クラウド上でのノウハウの共有等により、 
被災地や離島など、地方におけるプログ 
ラミング教育に貢献。    

教育 



プログラミング教育 

（一社）国際STEM学習協会 
 山口県山口市立大殿小学校 
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児童が自ら組み立てたロボットを 
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ものづくりと関連づけたプログラミ 
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 徳島県神山町立広野小学校 
  
    プログラミングにより、 
郷土芸能である阿波人形浄瑠璃型 
の人形に演技をさせる教材を開発。  
 テレワークのサテライトオフィス 
の従業員を指導者として育成。 

（一社）みんなのコード 
 
 ブラウザベースで利用できる豊富 
な無料教材“Hour of Code”をもとに、 
社会人向けオンラインプログラミング 
講座“TechAcademy”の修了生も指 
導者として育成しつつ、市を挙げて 
プログラミング教育を推進。 

 

http://www.awanavi.jp 

山口県山口市 徳島県神山町 

石川県加賀市 奈良県奈良市等 

奈良女子大学附属中等教育学校 
 宮城県 女川向学館 
 茨城県 古河市立三和東小学校 
 香川県 土庄町立豊島小学校・中学校 
  
 国立学校が、これまで培った知見を活 
かし、遠隔会議システムやSNSによる助言、 
クラウド上でのノウハウの共有等により、 
被災地や離島など、地方におけるプログ 
ラミング教育に貢献。    

教育 



ＩＣＴによる地方創生の成功事例（徳島県神山町モデル） 

首都圏のＩＣＴベンチャー系企業等※を対象に本格展開 

徳島県内５市町※に、３１社が２６拠点に進出 
        ５６名の地元雇用を創出 

３年間で７６世帯１１３名が移住 （徳島市を除く） 

神山町ではH23にS45以降、初めて「社会増」が「社会減」を超過 
（ ４年間で６４世帯１０２名が移住） 

 徳島県は、カバー率98.8% のFTTH網と公設民営
方式の光CATV（加入率88.3%）を全県域に整備し、
全国屈指の高速ブロードバンド環境を実現。 
 オフィス開設・運営費用への補助（通信費、古民家
改修費用等）などの支援も充実 

 過疎地域にサテライトオフィスを整備、 ICTベン
チャー系企業の誘致を推進 

テレワークによる定住・移住促進、人口増加に貢献 
（徳島県神山町等のサテライトオフィスプロジェクト） 

 神山町は、総務省からの支援により、 
 ・基盤整備事業（H12, 16年度に総額約3億円、神山町の地域公共ネットワーク等を整備）、 
 ・利活用事業（H19～21年度に総額約9千万円、神山ワーク・イン・レジデンスのWebシステム等を整備）を実施 

※クラウドサービス企業、情報配信サービス企業、Webデザイン
企業、デジタルコンテンツ制作企業、特許事務所等 

※神山町、美波町、阿南市 
  三好市、徳島市 

古民家や蔵を改装したサテライトオフィス 

（Ｈ２７．９．１ 現在） 

地方創生に資する 
「地域情報化大賞」 
部門賞受賞 



・公的な結婚支援においてビッグデータの解析を活用する全国初の試み 

・お見合いに至る引合せ率が通常１３％に対し、本機能では２９％に達し１６ポイント上昇 

・県内市町村等が本システムを使って地域の特徴を生かした婚活事業を展開 

・ビッグデータと地域のオープンデータを複合解析し、地域独身者の傾向と、社会的疎外要因
を浮き彫りにし、地域に情報を提供し、改善を図るための基礎データを提供 

婚活において、ＩＣＴで視野を広げて自ら行動する仕組みを構築 

えひめ結婚支援センターは出会いの場を提供する 
ＩＣＴを使った独自システムをＨ23年度から運用。 
5年間で蓄積したビッグデータから、ＩＣＴ活用を更
に進め、お見合い行動履歴を活用したリコメンドに
よる『ビッグデータからのおすすめ』機能を構築。 
  
・昔ながらの仲人の属人的効果（視野を広げさせ 
 自ら行動させる）をシステムにより実現。 
・行動すればするほどリコメンドが得られる心理効 
 果から女性の利用が増加し、登録者が活性化。 
・少子化対策とその重要性に注目が集った。 

ビッグデータを活用した婚活で、視野を広げて自ら行動する仕組みを！ 
（えひめ結婚支援センター（愛媛県少子化対策事業）における愛顔の婚活サポート事業） 

「地域情報化大賞 
２０１５」 

特別賞受賞 

えひめ結婚支援センター『愛結び』におけるビッグデータの活用 
（一般社団法人愛媛県法人会連合会【愛媛県松山市】） 



ＩＣＴを活用したペーパーレス化から働き方改革への取組み （愛媛県西予市） 

【施策の定量的な効果】 

 

 

 

新しい働き方により職員の意識改革、仕事の効率化を実現 

【地域の課題】 
 ・少子高齢化による人口減少が進み、過疎化が進行 
 ・厳しい財政状況による職員数の削減 
 ・社会情勢変化により多様化する市民サービス 
 
 
【オフィス改革モデルプロジェクト】 
 ・ツールの導入、情報の電子化⇒スピードアップ、効率化 
 ・フロアの無線LAN化⇒業務に合わせて働く場所を選択 
 ・遠方の支所や外部業者等とのWeb会議の導入 
 ・議員にタブレットを配布し、ペーパーレス化推進 
 ・SNSによる積極的な情報発信 

Ｃｈａｎｇｅ せいよ！ 職員の生産性向上による地方創生 
（西予市オフィス改革モデルプロジェクト） 

ＩＣＴによる職員の働き方改革 

自分のスケジュールに合わせ、コンセプトに沿った
「モード」の場を選び仕事をする。 

・ツール、スペース、スタイルの再構築 
・書類保管量50％削減、フリーアドレス導入等 

・フロア全体の会話量が2.2倍に増加 
・情報の電子化により、7割以上が効率が上がったと回答 
・議会のコピー使用料半減、FAX代は1/10以下 
・効率化による削減効果は、年換算で1,600万円相当 
・視察数増加による市のＰＲ、市内消費拡大を期待 



ICT活用による次世代型水産業の実現（愛南町） 

漁業において、欠かすことのできない水域情報や赤潮情報などの環境情報をいつでも、どこからでも確認できるシステム「水域
情報可視化システム、養殖魚の魚病による被害軽減を図るための魚版電子カルテシステム「魚健康カルテシステム」、漁業後
継者育成などの人材育成や愛南町の推進している“ぎょしょく”教育の情報発信のためのホームページ「水産業振興ネットワー
クシステム」の３つのシステムからなる「愛南町次世代型水産業ネットワークシステム」を構築し、町、漁業協同組合、大学、漁業
者が連携して運用している。 
 これにより、ICT利活用が遅れている水産分野で、ICTを有効に活用し愛南町の基幹産業である水産業の振興を図っている。 

 愛南町の水産業も全国のそれと同様、長引く不況
などにより非常に厳しい漁業経営を余儀なくされてい
る。 
 そこで、ICTを活用し、同業者間や漁業協同組合、行

政、大学とのコミュニケーションを活発化して、必要な
情報を共有し、業務の改善を図る必要がある。 

 具体的な内容としましては、養殖漁業において、魚
病、赤潮等による被害が深刻となっています。全国で
魚病被害だけで、年間約90億円の被害があると言わ

れており、愛南町でも、毎年、数億円の漁業被害が
発生している。このような被害に対して対策を取るた
めには、環境情報の共有やデータの蓄積、解析が必
要となる。システムを導入し、情報の共有化が図れ、
データの管理一元化や解析が容易に行えるようなっ
た。 

 また、愛南町では、町独自の“ぎょしょく”教育を、東
京都と連携するなど積極的に推進している。しかし、
愛南町が消費地から遠隔地にあるため、活動が限定
されていた。システム導入により、多くの方に情報提
供が行えるようになった。 

取組のイメージ図 

 漁業者、漁業協同組合、大学、町の事業関係機関が、うまく連係し
ながら事業の実施が出来ている。 

地域情報化大賞 



取組のポイント 

①独創性・先進性  「魚健康カルテシステム」は全国で初めて構築された、魚病被害を軽減するための魚版電子カルテシ
ステムなど、水産業界では、今までにない先進的な取組である。      

③横展開の可能性 全国都道府県全てに水産に関する研究施設があり、同じような業務を行っている。これらの機関が効
率化を図るため同様の事業を行う可能性がある。 

⑤住民参加 事業内容上、漁業者のみが対象となっているが、漁業者は、環境調査への参加や本事業推進のための協議会
などに参加している。 

⑦その他 

②継続性 既に行っていた必要な事業を、ICTの活用により効率化を図った事業である。そのため、一過性のものではなく、こ

れまで同様に持続的に行える事業である。  

④効果的なICT利活用 先進的なICT技術を活用した事業ではないものの、ICT利活用に不慣れな漁業者に使用しやすいよ

うな、ユーザービリティのシステムとなっている。   

⑥波及効果 今回のシステムを活用することにより、若手経営者の中から、養殖魚の飼育管理や出荷管理のシステムを導入
する業者も現れた。今後ICT利活用による水産業の活性化が期待される。 





0



熊本地震
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• 開発から普及展開まで見据えた多彩な人材が揃った理事会

• オープンソースやオープンな規格から構成し、普及展開のため、そ
れ自体もオープンソース化

• 商品開発費や既存ノウハウを各社持ち寄って実施

• 福岡市の進めるIoT拠点形成事業と連携

• 熊本・大分に亘る震災における支援活動（継続中）

• 共通基盤の活用による、生涯学習PF（ボランティア等）や学習・教育
クラウドPF（災害避難等）との有事連携

EDACとは
4



企業
研究機関

実証
フィールド

現場

題抽発見
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活動実績
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事業名 救急医療・災害対応におけるIoT利活用モデル実証事業

代表団体名 一般社団法人救急医療・災害対応無人機等自動支援システム活用推
進協議会（通称：EDAC）

共同提案団体名 九州大学共進化社会システム創成拠点COIプログラム
福岡市
公益財団法人九州先端科学技術研究所
株式会社リアルグローブ
株式会社インフォメーション・ディベロプメント
株式会社ゼンリン
株式会社魔法の大鍋
日本コムクエスト・ベンチャーズ合同会社
Coaido株式会社
株式会社テレパシージャパン

対象分野 ア.都市、ウ.通信、オ.医療

実施地域 福岡県福岡市九大伊都キャンパス周辺

今回の実証内容
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本事業で構築するリファレンスモデルの概要

ウェアラブルデバイス
スマートフォン・電話

G空間情報

都市OS
九大COI EDACフィードバック

都市情報取
得

フィードバック

EMIS

消防機関

福岡市

現場特定・現場上空映像等

半自動操作
・先行偵察活動

・現場上空映像の撮
影

医療機関

覚知

連
携

連携

連携

実証フィールド 九大COIおよび福岡市

オープン
データ ISIT

ゼンリ
ン

魔法の大鍋等

都市OSやG空間情報、各種ウェアラブルデバイス等による受動的情報収

集と、各種無人機による能動的情報収集やフィードバックを半自律的に
統合・制御するシステム。
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IoTサービスの普及にあたって克服すべき具体的課題と、本事業期間中に達成すべき目標

番
号
課題 本事業期間中の目標

1 救急医療・災害対応におけるIoT（無人機や
各種データ）の有用性確認

有用性の期待されるいくつかのユースケースについて、専門家を交えた検討や実証実験を通じて
課題や有用性を確認する。

2 夜間および視界外、プロポ電波到達範囲外
でのUAV運用

専門家を交えた検討を通じて、必要な認証手続きやそのための運用ノウハウ等を取りまとめ、ガ
イドラインを策定するための課題や要件を整理する。

3 風雨等の様々な気象条件下でのUAV運用 専門家を交えた検討を通じて、運用ノウハウ等を取りまとめ、ガイドラインを策定するための課
題や要件を整理する。

4 パーソナルデータ等の安全な利活用 個人情報保護法に関連する法令を踏まえた上で、パーソナルデータの安全な運用ルールの策定や
セキュリティ設計を行うための課題や要件を整理する。

5 無人機運用におけるハッキングや端末の物
理的制圧への対処

無人機自体がハッキングされ乗っ取られるようなケースへのヘカトンケイルシステム側の対処や
無人機搭載システムが具備すべきセキュリティレベルについてルールを策定するための課題や要
件を整理する。

6 無人機運用における事故予防と事故被害の
極小化

事故予防や事故被害の極小化を実現できる運用ノウハウ等を取りまとめ、ガイドラインを策定す
るための課題や要件を整理する。

7 コストモデルの試算とガイドブックの作成 リファレンスモデルを元に、導入のためのコストモデルのや手続き、運用方法等について課題や
要件を整理する。

以上の検討成果を踏まえて、
普及展開に向けたロードマップを作成する。

リファレンスモデルを実装し、実証実験することで、以下の課題について、検証する。
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事業期間後の自立運営と、普及展開に向けた具体的取組

＜事業期間後の自立運営＞
・会員企業の会費や基金等によって運営

今後の活動

＜普及展開に向けた具体的取り組み＞

・本実証成果を受けて、事業期間中に有識者や各種企業等を集めて

シンポジウムを開催

ー会員企業（自立運営のための基盤）を集める

ー普及展開に向けたロードマップを作成する

・成果物である普及展開に向けたロードマップを遂行

ーオープンソース化、健全な競争環境を実現

ー活用事例の紹介、研究発表、ガイドブック作成

ー講習会の実施等の普及活動を実施
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救えるべき命を救う
社会の実現
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福岡市無料公衆無線LANサービス「Fukuoka City Wi-Fi」 （福岡県福岡市） 

0 

○市民や観光客による積極的な利用（※数字は平成29年10月時点） 

 ・平均認証回数は約17.7万回/日（約3.6万人/日の利用） 
 ・利用登録者数（6か月間に利用登録申請した数）は約31.6万人 
 ・利用者の満足度は84.2％ 

○観光振興への寄与 
 ・入込観光客数は1,974万人(H27)と、過去最高を更新（4年連続） 
 ・クルーズ船寄港回数は328回(H28)と、全国1位 
 ・国際コンベンション開催件数は平成21年より8年連続東京に次ぐ２位 

○福岡市は誰でも使える無料Wi-FiをH24年4
月に開始し、地下鉄・JRの駅、国際空港、バ
スターミナル等の交通拠点や観光拠点、など、
101箇所、460アクセスポイントで展開。 

○多言語対応（５言語）による観光情報発信、
簡素な認証（メール認証やパスワード不要）、
官民による協働、他Wi-Fiサービスとの認証
連携等の先進的なサービスを全国に先駆け
て提供。 

○災害時には認証手続なしで無料開放。 

新たな時代の都市インフラ ～Fukuoka City Wi-Fi～ 
（福岡市無料公衆無線LANサービス） 

入込観光客数 
過去最高を達成！ 

1,974万人 

1,642  
1,678  

1,740  
1,782  

1,855  

H22 H23 H24 H25 H26 H27



福岡市地域包括ケア情報プラットフォーム（福岡県福岡市） 

【定性的効果】 

(1) 医療，介護，健診などに係るデータを住民情報に紐づけて管理・集約 → ライフログに基づく，ビッグデータの効率的な利活用が可能に！ 
(2) エリアごとの現状分析や医療・介護・健診の相関分析を実現    → 科学的エビデンスに基づく効果的な施策の立案・改善を実現！ 
(3) 在宅ケア関係者向けに行政の持つ介護認定情報とＳＮＳを提供    → 専門職間の情報共有を実現し，行政側の事務負担も軽減！ 
(4) 介護保険外サービス情報の収集・提供のためのWebサイトを構築   → 行政によるインフォーマルサービスの把握と提供を同時に実現！ 

【定量的効果】 

・在宅ケアの充実（介護離職減少・健康寿命延伸）により，高齢者の就業率を１％増加（2020年度目標） ３６億円/年の経済効果 
・エビデンスに基づく医療・介護予防の推進により医療費（後期）の増加を５％改善（2020年度目標） ４億円/年の医療費負担軽減 

急速な高齢化が進む中，各市町村では団塊の世代が75歳以上とな
る2025年を目途に，住まい・医療・介護・予防・生活支援などのサー
ビスが一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築を推進 
 
【実現に向けた課題】 
 ■疾病予防と健康増進，介護予防を中心とした行政施策の推進 
 ■関係者の負担軽減に向けた家族・医療・介護関係者間の連携 
 ■高齢化の進捗に合わせた在宅サービス等の拡充・創出 
 
 

【課題解決に向けた取り組み】 

４つのシステムで構成される情報通信基盤 
 「福岡市地域包括ケア情報プラットフォーム」を構築  

ICTを活用した健康先進都市の実現 ～配る福祉から支える福祉へ～ 
（ｃａｒｅ４ＦＵＫＵＯＫＡ【ケアフォーフクオカ】プロジェクト） 

【 福岡市地域包括ケア情報プラットフォーム 】

福岡市の保有する「住まい・医療・介護・
予防・生活支援」に係る情報を集約

（１）データ集約システム
(careBASE)

分析・共有・提供を実現するための
ビッグデータを管理

（２）データ分析システム
(careVISION)

全体

～100未満

～200未満

～300未満

～400未満

～500未満

0 20 40 60 80 100（％）

XX値別 XXX数

データを地図上に
マッピング

医療・介護のクロス分析、
シミュレーション

エビデンスに基づく施策の
企画・立案を支援

（３）在宅連携支援システム
(careNOTE)

ケア対象者の生活状況を
関係者間でリアルタイムに共有

医療や介護事業者の負担を軽減し
ケアサービスの質を向上

（４）情報提供システム
(careINFO)

インフォーマルケアサービスなどの社会資源
情報を地図と組み合わせてＷｅｂ上で公開

○○ケアプラザ

ＸＸＸＸＸ丁目
Ｘ-Ｘ-Ｘ

生活していく上で必要となる
サービスや資源を幅広く提供

積極的なビッグデータの利活用により， 

「健康寿命の延伸」・「地域経済の活性化」・「行政コストの削減」を同時に実現！ 

奨励賞 



介護現場で課題とされている、適切な施設探し。１つの施設を探すのに３日かかることも。 
もしそれを３０分にまで縮めることができたら…？そんな願いを実現した、介護者を支えるサービス。（2014年4月頃 サービス開始） 

ミルモ 誕生の キッカケ 

 介護に関する情報は散在しており、 
情報を集約して介護現場に伝えられていなかった 

 

ミルモ でこう 変わった！ 

 自治体が提供する介護事業所情報（約2,100か所）をまとめて提供 
  できるため、介護現場の負担を大幅に減らした 
 リリース後1年半で、ケアマネージャの半数以上が使用する 
  アプリに成長 
 オープンデータを介護者に対し活用することにより 
“高齢者を支える人向け”として新たな可能性を示した 

ミルモ 
介護を支える、新しいカタチ 

By 株式会社ウェルモ 

介護に必要な情報がタブレット上で確認できる 
（ミルモタブレットの使用画面例） 

防災 
減災 

産業 
創出 

少子 
高齢 

防犯 
医療 
教育等 



  福岡ビジネス・デジタル・コンテンツ賞2015 
−優秀賞、地域情報化対象2015ほか 

受賞歴 

福岡市 地域 

    厚労省・福岡市・福岡県警提供の 
    介護事業所情報  

使用データ 

   HTML、PDF、XLSほか データ形式 

 Webアプリ、タブレットアプリ、CRMシステム 提供形態 

 公共データは＋α で新ビジネスに 

ミルモ 
介護を支える、新しいカタチ 

By 株式会社ウェルモ 

 ミルモの基礎を構築しているの 

は、厚生労働省が公開している介 

護事業所データなどのオープンデ 

ータである。これまでケアマネー 

ジャーは、福岡市内で約2100ヶ 

所を超えるそれらの事業所につい 

てを自ら調べ、必要な際には直接 

電話をし、要介護者に適切な施設 

を選ぶのに平均して３日の時間を 

かけていたという。 

株式会社ウェルモは福岡市から 

住所・介護保険のあらまし・事業所番号・福岡市の障がい福祉加算情報・ 

各窓口・連絡先一覧等・人員配置等の情報デジタル化許可を受け、さらには独自

に収集した各所の配食やボランティアの情報などデータを情報プラットフォーム上

に集約し、ミルモをつくりあげた。これによりケアマネジャーや家族の負担は大幅

に軽減された。行政が公平性を担保しつつ公開するオープンデータに民間だから

こそできる工夫を加えることで、新たなビジネスを構築している。 

リリース後18か月時点で、福岡市内では包括支援センターでは95%のシェア、ケア

マネジャー向けタブレットサービスは 66%のシェア、施設向けクラウドCRM対象介

護事業所は27%シェアという圧倒的なシェア獲得を実現した。 

 

電子行政 
  オープンデータ戦略 

 日本政府は平成24年7月に「電子行政オープンデータ戦略」を発表し 

ている。これは政府が積極的に公共を公開することや営利・非営利目的 

に関わらず活用を促進することなどを原則とした取組である。これ以降、 

各省や自治体はこぞって公共データを公開している。つまり、ミルモの 

ように新ビジネスや新サービスになり得るデータがまだ眠っている可能 

性があるということだ。日本のオープンデータへの取組はまだ始まった 

ばかり。とりかかるなら今がチャンスである。 

防災 
減災 

少子 
高齢 

防犯 
医療 
教育等 

産業 
創出 



LINEを活用した“One to One”の情報配信（福岡県福岡市） 

 ・ 友だち数は自治体トップの約31.3万人 
                     (H30.1.17 時点) 

 ・ 情報受信者数 延べ約36.5万人， 
    サービス開始以来 累計約491万通を配信 
                  (H29.12月末時点) 

 ・ 利用者アンケートでは約8割が満足と評価 

【成果】 LINEを活用した“One to One”情報配信サービスを官民共働で実現 

• 情報発信力強化に向け，LINE㈱・
電通アイソバー㈱とLINEを活用した
情報配信サービスを開始 
(H29.4.25 福岡市LINE公式アカウント開設) 
 

• 防災やごみ出し・子育て・イベント・
しごとなど，様々な生活密着情報
の中から，利用者が選択した情報
だけをタイムリーに配信 

パーソナライズされた生活密着情報をLINEでタイムリーに配信！ 

【福岡市の情報発信に対する総合的な満足度】 

78.2% 

(平成29年度 市政アンケート調査) 

満足している 

どちらかといえば満足している 

どちらかといえば満足していない 

満足していない 

その他 





大河ドラマ追走番組による住民ディレクター地域活性化モデル 

取組の概要 
とうほうＴＶは、開局以来約４年間にわたり、村民が自ら制作したさまざまな番組をICTを活用し村のケーブルテレビやインター

ネットで配信。全国のネットワーク（一社）八百万人と共に住民ディレクター活動を推進している。本年、大河ドラマという全国誰も
が参加できる題材をベースに追走番組 を１月から１年間(全50回)にわたり配信。ICTを活用した多元中継や広報活動を展開。毎

週の大河ドラマを追いかけながら、１年かけて、地域の歴史を見直し、人と人、地域と地域をつなぐ番組をつくり続けていく様子
は、村民・周辺地域はじめ全国各地の人々の共感を呼び、住民自身が描く立体的な「地域活性化の大河ドラマ」となった。 

課題と取組による効果・成果 
①：地域課題解決の場づくりと 
   自分たちの手で地域をつくる力（住民自治能力） 

各地域から発信される番組は当該地域以外の当事
者意識を呼び起こせない(議論の場となりにくい)とい
う課題に対し、「大河(官兵衛)」という誰にもわかる

キーワードが入口になったことで、多彩な人々が参画
し、距離や立場を超えた深い関係性が構築された。
結果、参加者からの自発的な提案や自らが考えて動
く状況が次々生まれ、議論を通じて課題解決の方向
を考える住民自治能力の素地が育まれた。 
②：各地が連携した情報発信力の強化 

これまで番組配信を行う技術のノウハウは蓄積して
きたが、広く一般の人々にむけての発信力が弱かっ
た。今回の取組みでは、広報チームを編成し、全国
各地のマスコミへの発信を含め連携して総合的な広
報戦略を推進。成果として、視聴数は毎回推定約3万
3,000人、SNS等からの継続的発信で、一般の方たち

が我々の活動や地域に興味と共感を持つようになっ
た。そしてその活動と熱意が公の場で認められたこと
が自信へつながり、九州・福岡の枠を超え全国各地
の人々と共に成長し続けている。 

取組のイメージ図 

この取組がうまくいっている理由や、今後の発展の方向性など 
先進→共感→協働→共創の循環がスパイラル状に運動し続けるモデ

ルであり、多様な間口から誰もが参画できる基盤があることがうまく
いっている理由。今後は2020年の東京オリンピックを見据え東京と全
国各地と参加各国の住民同士がICTを活用してダイレクトに国際交流
を深めるプロジェクトを構想中。 

地域活性化部門 
（公共部門） 



取組のポイント 

①独創性・先進性：「大河ドラマ」という仕掛けのもと、マスメディアと地域メディアのコンテンツ連動を実現。地域の話題が大河ドラ
マという共通テーマのもと語られ、ICTの利活用により、全国から集う人々の｢見える化｣を実現した。その先には地域住民の「素顔
と息づかいを伝える日常の番組」があたり前に発信される｢新しいテレビ｣｢日常のテレビ｣の創造を見据えている。 

③横展開の可能性：これまで約20年にわたり住民ディレクター活動は全国に横展開されてきた。さらに今年の大河ドラマ追走番

組モデルで地域の壁を越えての連携を「見える化」し、横展開の可能性を大きく拓いた（前記の通り「大河ドラマ追走番組」の横展
開も、山口県、長野県と連携横展開していく予定）。 

⑤住民参加： 「官兵衛で國創り」は、老若男女、中山間地域から都市部までの地域住民の参画により運営してきた。自発的に動

く人が動ける時に動く方式で、多様な作業をリアル、ネットの両方でつないで毎週生放送。結果、コミュニケーション、参画意識が
回数を重ねるにつれて深まった。 

⑦その他：住民ディレクターはスタート当初から、地域住民が「番組づくり」という「人材育成プログラム」を活用して地域の主体性
の確立、住民自治能力を育むことを目的とした活動である。今回は究極のプロ集団「NHK」と住民の「生活創造メディア」の組み合
わせによってその目的を「見える化」。住民ディレクターのミッションを明確に表現できた。 

②継続性：福岡県東峰村では本プロジェクトの取組みをもとに、2015年は筑後川を挟んだ広域市町村を主舞台にして「地方創

生」をテーマに全国生放送番組を制作予定。追走番組で培った人的ネットワークや人材の活躍スタートはむしろ今後であり、活動
を発展的に継続する。同時に「大河ドラマ追走番組」も、2015年は山口県、2016年は長野県とタッグを組んで継続する。 

④効果的なICT利活用：2001年に熊本県山江村にてネット放送をスタートしたのを皮切りに、早い段階からのネット生放送へのトラ

イ、各種ソーシャルメディアの多元的な活用と情報発信を行ってきた。そうした活動の集大成として、低コストで簡易な多地域を中
継配信する仕組みを独自開発し、SNS等のICTツールを活用し内側のコミュニケーションと外にむけての広報を継続的に実施した。 

⑥波及効果：様々な職種にわたる老若男女が地域活性化を目的に番組づくりを行う作業は人材発掘になり、次々と新しい人物
の魅力にスポットライトが当たり、地域の知名度向上に貢献。これらの自発的な地域活動はマスコミでも次々と話題となり、東峰
村を含む朝倉広域では交流人口増。住民ディレクター育成と番組づくりを新たなツーリズム戦略と位置づける新たな取組み開始。 







定年退職後の方や若者の、地方の新しい働き方を創出し、地域活性化に寄与。 

・自治体とも協業し、C2Cによる着地型観光
商品とプラットフォームを開発 

・集客はもちろん、過去参加者のデータを元に
地域にあった体験企画の提案 

離島国内観光客や訪日外国人など、地域
資源を体験したいビジターや潜在的な定住
者に対し、「まち」による地域ブランディング、
マーケティング力不足 

集客・マッチング提供 
地域案内人 

(ホスト) 

旅行客募集  地域体験利用 

申込み 

告知/集客 

企画提供 

集客・送客 

の仕組み 
自治体 

企画案提供,ホスト紹介  

地域雇用の創出 
定年退職後、農家として農業体験の提供開始。TABICA導入後1ヶ月で月間50名が体験に参加し副業成立。 

地域経済の活性化に寄与 
2016年11月現在、月間ツアー開催数150件、月間流通総額540万円を突破。ホスト登録数800人、 
総ゲスト参加者数2,000人。過去最も収益をあげたホストは月額40万円。 

ユーザー 

(ゲスト) 

【官民協働サービス】 シェアリングエコノミー（TABICA） 

ー暮らし・職業の”スキルシェアサービス”で、新しい観光商品・雇用の創出ー 



【官民協働サービス】 シェアリングエコノミー（長崎県島原市） 

～ あらゆるスペースのシェア ～ 

島原の地元漁師と海釣り、漁師飯 島原の飲み屋のはしご 甲冑を着て島原の街歩き 

【島原城をイベントスペースとして貸出】 

島原城でグランピング体験 

～ 地域の案内人と旅行客のマッチングサービス ～ 

島原城でコスプレイベント 

進捗 



（参考）シェアリングエコノミーの導入事例  

公共施設の活用例：長崎県島原市 

• 観光都市として豊富な観光資源をシェアリングサービスに
よって余すところなく活用 

• これまでばらばらに観光に携わっていた観光協会などの組
織をいったん全て解散させ、新たに一つの「株式会社島原
観光ビューロ」として統合 

• 従来、子育てに協力できる人が市に登録し、保育をお願い
したい人と会員を市職員が仲介する「ファミリー・サポート・
センター事業」を実施していた。 

• 電話による対応なので時間がかかる、夜間は対応できな
いなどの課題。 
 

スキル活用例：秋田県湯沢市 

• ネットサービスを活用して「子育てシェア」の普及に取り組
む（株）AsMamaと協定を締結。 

• 知人等でつくるグループが各自登録し、預かりのお願いを
すると、登録している友人知人が、自宅で託児してくれるシ
ステム。 
 

少子化で財源が厳しくなる中、地域の保育資源を最
大限に利用し、更なる子育て共助の仕組み構築に
つながる。 

株式会社が自ら積極的に観光コンテンツを充実す
るために行動できる体制が整備され、自治体全体
の魅力向上につながる。 

• 古民家など遊休資産の増加による行政負担増への懸念。 
• 観光施設の運営者、プロモーション・イベント等の実施者が
多岐にわたるため、島原市内の観光全体をマネジメントす
る組織が不在。 





Ｌアラートの活用事例（熊本地震の例） 

 自治体等が避難指示や避難勧告等の災害関連情報を放送局等の多様なメディアに対して迅速かつ
効率的に伝達することを目的とした共通基盤を構築。 

 複数の情報伝達者に一斉発信することが可能となり、災害情報が住民に確実に届く環境整備に貢献。 

災害時の情報伝達のための共通基盤（Ｌアラート） 

概 
要 

成
果
・
効
果 

 全国41の都道府県が既に運用を開始し、残る６県も運用開始に向けて準備中。（2016年9月現在） 

 平成28年熊本地震において、避難勧告・指示、避難所情報等を計932件配信（4月14日～6月13日）。                   

                 ※情報発信を行った地方公共団体等の数：52（地方公共団体：49市区町村） 

 また、避難情報のみならず、被災者の生活再建に必要な行政手続や被災者支援、ライフライン情報
（水道の給水・復旧等）といった生活支援情報を多数配信（403件）。 

＜お知らせ情報の発信＞ ＜Ｌアラートの概要＞ 

【ヤフー携帯アプリ】 【ＦＮＮニュース】 

【ＮＨＫデータ放送】 

防災 



ＩＣＴによる衣服生産のプラットフォーム 

縫製工場の余剰リソースを活用と、服づくりに困っていた人のオーダーが「循環」し経済効果を生み出した。            

        [ 創業・設立：2014年3月から→2016年12月での変化 ]    

  ・登録事業者数100社→2,400社 ・事業内の市場流通総額5,000万円→約15億円   
  ・連携工場5工場→230工場  ・関連雇用数150人(1工場30人と した場合)→6,900人  
  ・平均量産生産リードタイム約70日→46日  

地方(中小零細事業者)の雇用の価値向上と自由な衣服の生産インフラ構築を同時に実現。 

 施策の概要説明 
衣服の生産を必要とする不特定多数の個人・アパレル事業者・メーカー等か
らの依頼を受け、熊本を中心とした全国の縫製工場に発注する際に、工場
の生産キャパシティ(閑散期/繁忙期/生産対応アイテム対応生地及び資材、
最大及び最小ロット/数/納期等)やリアルタイムな稼働状況を加味し、依頼
主(ブランド、小売店)のリクエストする品質・価格・納期にマッチする最適な工
場を選定し采配する。現在、工場のIoTシステム開発・導入を進め、稼働状況
把握の精度を上げている。 

 衣服生産の最適化 
ICT有効活用により衣服の流通が「最適化」されユーザー事業者のニーズで
もあり縫製工場の課題でもある「短納期・高品質・小ロット」の衣服の生産を
実現し、現在人々の衣服生産のインフラとしてのバリューを発揮している。  

「衣」のサプライチェーン -インフラ構築 
熊本を中心とした全国の中小零細縫製工場ICT化によるプロジェクト 

。 

ポンチ絵 

地域ビジネス 



Ｗｉ－Ｆｉ補助事業の活用事例①（熊本市） 

○ 災害対策本部が設置される区役所や避難場所にWi-Fi環境を整備するとともに、これらを通じて 
  市民や観光客等に防災情報を配信する機能を有する情報通信環境を構築。 
○ Wi-Fiにアクセスした際に熊本市のホームページを表示し、生活情報、観光情報等を提供。災害時には、 
  熊本市のホームページを防災サイトに切り替えることにより、災害情報や被災者支援情報等を提供。 

【事業イメージ】 

・「くまもと無料Wi-Fi」のサービス提供スポットは、
県内で169施設431箇所。（平成28年3月時点） 
・熊本地震の発生を受け、接続開放を実施。 
通常時と異なりメールアドレスの登録不要。 

 ・ 日本語、英語、中国語＜繁体字・簡体字＞、韓国語の５言語に対応。 
 ・ 青少年フィルタリングを設定し、有害サイトへのアクセス制限を実施。 

平成28年３月の
実績 

平成28年４月の
実績 

１ヶ月の累計 7,321回 16,205回 

うち青年会館 340回 3,768回 

１日当たり平均 約236回 約540回  

うち青年会館 約11回 約126回 

◆熊本地震の発生を受け、利用が拡大。特に発災直後
の4月16日（土）の補助対象施設におけるWi-Fi利用数
は１日当たり約2,500回。 

※ 利用者がWi-Fiに接続した回数。同一人物であっても、接続が解除された際に
再度接続すれば改めて換算される。 

【補助対象施設（８箇所）における利用数】 

利用数※ 

Ｗｉ－Ｆｉ 



【目的】 
波浪計等を活用した高精度 
災害予測及び避難誘導情報 
等の確実な提供 
 
【開発、実証要素】 
・波浪計等のﾃﾞｰﾀの即時収集 
・波浪ﾃﾞｰﾀによる精緻被害予測 
・準天頂衛星のﾒｯｾｰｼﾞ機能の 
 利活用 

実証モデル１ 

【目的】 
地下街等の屋内空間における 
位置に連動した災害情報の提供 
 
 
【開発、実証要素】 
・屋内測位技術のｼｰﾑﾚｽ化 
・災害時等における情報伝達 
・平時/災害時の情報配信ｼｽﾃﾑ 
 の切替 

実証モデル２ 

【目的】 
山間部や過疎地域等における豪雨、
洪水等の災害情報の迅速な把握と
適切な情報提供 
 
【開発、実証要素】 
・ＳＮＳのﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ分析による被災
状況等のＧＩＳ上への可視化 
・多層的かつ多様なﾒﾃﾞｨｱによる 
 位置に連動した情報伝達 

実証モデル３ 

● 地震・津波等による広域災害や緊急性を要する大規模災害に対して、Ｇ空間情報（地理空間情報）とＩＣＴを連携させて構築

する先端的な防災システム。G空間防災システムの活用による地域連携を図ることにより、地域の災害に対する予測力・予防

力・対応力を強化し、被害の縮小と復興・復旧までの経済的・時間的ロスの最小限化を実現。 

リアルタイム津波浸水・被害予測システム（高知市・石巻市） 地下街防災システム（大阪府大阪市） 地域防災システム（熊本県人吉市） 

Ｇ空間防災システム 防災 



情報通信網基盤整備事業 

 
 
 
 

教育環境の整備＋教育研究会の活性化 

（教育の情報化） 

教育の情報化を基盤とした誇りと夢と元気を生み出す人づくり町づくり 

課題１ 「教育の質の向上」 
取組による効果・成果 
① 
 
② 
 
 
※実例 
 
 
 
 
 
課題２ 地域の活性化 
取組による効果・成果 
① 
 
 
② 

取組のイメージ図 

本取組は国や県の動向を捉えつつ、地域に最適化された教育内容を
構築している。また「情報通信基盤整備」を町の重点施策として取り
組む高森町の動きと連動性を高めている。さらに学校現場でマネジメ
ントサイクルを確立し実働性を重視するとともに継続性を確保した。 

地域活性化部門 

小中一貫教育＋ふるさと教育 

コミュニティ・スクール 

高森町 
教育委員会 

高森町 

議会 

高森町 
行政 

夢 
誇り 元気 

家
庭 

地
域 

国・県の補助事業＋企業の支援 

ICT活用を契機にし、教職員の教育研究会を主体
とした授業改善により確かな学力を育成 
児童生徒のICT活用を推進する中で、情報活用能
力や情報モラルの向上を図り、21世紀型スキルを
身につけさせ、生きる力を底上げ 

コミュニティ・スクールを取組の核として、地域に最
適化された教育を推進し、学校と家庭・地域との間
の双方向のアクションにより地域を活性化 

教育委員会では「高森に誇りを持ち、夢を抱き、元気の出る教育」をスローガンとした高森町新教育プランを策定。
このプランの一貫として教育環境の整備を行っている。その中の教育の情報化については、まず平成24年度に全小中学
校の普通教室に電子黒板とデジタル教科書(全教科)を整備。次年度以降、段階的にタブレットPC計360台を配備し生徒
一人にタブレットPC１台で、日常的にICTを活用した授業に取り組める環境を実現。また町の情報通信基盤整備事業に
よる光通信網の町内全戸への敷設でテレビ会議システムの常用が容易になり、小学校英語等での遠隔授業や教職員研修
等で活用が進んでいる。さらに教育長をはじめとする教育委員会事務局、町内４校の校長及び担当者で構成する教育CIO会
議を設置し、スピード感を持ち学校現場との連携を深めながら情報の収集や発信、教育の情報化を推進している。 

町の施策と連動したスピーディな学校改革により、
教育に対する関心が高まり、保護者や町民の負
託により教育活動が活性化 

・電子黒板の活用によるわかりやすい課題提示 
・タブレットＰＣによる、生徒の思考の可視化と意見 
 の共有 
・テレビ会議システム活用によるＡＬＴや外部講師 
 の遠隔授業（小学校英語、総合的な学習の時間） 
 



取組のポイント 

①独創性・先進性 

 小中学校全ての普通教室に電子黒板、タブレットＰＣ３６０台等のＩＣＴ機器を導入。文部科学省の「教育の情報化」ビジョンに基
づき、学校改革の明確な方向性を打ち出しつつ、地域や現場が抱える課題解決にICTを効果的に活用している。 

③横展開の可能性 

  学力向上についての良好なエビデンスが熊本県学力調査及び全国学力・学習状況調査から得られている。こうしたエビデン
スを広く発信することで横展開が期待できる。 

⑤住民参加 
  町のICT政策の推進と併せ、コミュニティ・スクールによる地域とともにある学校づくりを進めている。地域の活性化から町全体
の活性化へとつながっている。 

⑦その他 

  高森町は人口減尐社会の課題が現存している。そうした中で将来の高森町を担う児童生徒がふるさとを誇りに思う心情を培
い、21世紀を生きる力を育むことが人づくりや町づくりとなり、地域創生へつながっていく。 

②継続性 

  学校の情報化を学校内の学力向上マネジメントサイクルに位置づけ、学校現場での継続性を確保している。また、新任教職
員のＩＣＴリテラシーを高めるため、ＩＣＴ支援員の活用や教育ＣＩＯ体制下での教職員研修の活性化を図っている。 
 

④効果的なICT利活用 
  電子黒板やタブレットPCなどICTを効果的に活用した授業改善が取組の中心にある。具体的には電子黒板による子どもにとっ
て解りやすい課題提示、タブレットＰＣによる子どもの思考の可視化や共有、テレビ会議システムによる遠隔授業等。 

⑥波及効果 
  平成24年度から約600名の児童生徒が本取組に基づく教育を受けており、児童生徒や教職員は学力、指導力を向上させる成
功体験を獲得している。また、先進的な取組としてマスコミ関係者や視察希望者など1000人を超える人たちが町を訪れている。 







WorkSmart＠豊後高田市 （株式会社デジタルブティック） 

【取組の概要】 
大分県豊後高田市（人口23,533人）の未就学児を持つ女性の 
・育児環境にあったワークスタイルの設計（デザイン）と、育児女性だから活用できるウェブメディアのデザイン（設計・開発） 
・好きな時間に好きな時間だけ、また、子どもの体調に応じて休暇を得ながら継続的に働ける環境及び組織のデザイン 
・遠隔地で働く問題点（スキルアップ不足、情報共有不足、コミュニケーション不足）を解消するグループウェア運用デザイン 
・豊後高田市の子育て支援施設にオフィスを開設し、産官ＮＰＯが三社一体となった物理的環境デザイン 

【課題と取組による効果・成果】 
少子化問題 
少子化問題の大きな原因のひとつは収入です。収入
が増えれば、子どもを増やしたい家族は多いです。
WorkSmart＠豊後高田市の取組によって、地方に住
みながら首都圏同等の時給（時給1,000円）を継続的
に得られています。（参考事例：就業スタート後6人中
2人が妊娠！） 
 
育児女性の就業問題 

就業への高い関心を持っているにも関わらず、就職
が困難な育児女性に対し、ライフスタイルに合わせた
働き方ができる環境を整え、就業を支援することで、
各家庭の所得増加、生活の安定や消費意欲の向上、
複数の子どもを持つ夫婦が増えるなど、地域の維持
発展や人口増加に繋がります。また、就業意欲のあ
る向上心の高い組織が創造するウェブメディアは、多
くの共感を得るメディアとして成長し、利益と価値を生
んでいます。 
 

【この取組がうまくいっている理由や、今後の発展の方向性など】 

働きたいけど働けない多くの理由をゼロにするワークスタイルをデザ
インすることで、働く人達の笑顔から共感を生むウェブメディアが生ま
れます。今後は、他の都道府県、市町村に横展開し、全国の育児女
性が笑顔で働ける環境をデザインします。 

地域サービス創世部門 

【取組のイメージ図】 
 

ンライン 
グループウェア 

テレビ会議 
システム 



取組のポイント 

①独創性・先進性 

育児女性の働く環境をリデザインして働く人に合ったワークスタイルを創る １．働く人の状況や生活パターンを理解する ２．働く
人に合わせて、無理なく、最大限に力を発揮できる恣意毎のカタチを設計する ３．働く人の成果を評価できる方法を設計する 

③横展開の可能性 
ITCが活利用できる日本全国の都道府県市町村、海外で横展開可能です。 

⑤住民参加 
豊後高田市でのWorkSmartの取組では、市の子育て支援課や地元も子育て施設NPOなどとの連携し、豊後高田市で子育てする
すべての女性に参加する機会を提供することによって、地域住民とのコミュニケーションを推進しています。 

⑦その他 

人口減少・少子化問題を解決するには、家族がそこに住み続けて子どもを育てたいと思う必要があります。経済的な安定、すな
わち継続的に収入が得られる、WorkSmartの導入は、効果的な解決手段として貢献するものです。 

②継続性 
一般的なクラウドソーシングのようにプロジェクト単位でスキルマッチングさせるのではなく、一年365日間運営するウェブメディア
運営なので半永久的に継続されます。 

④効果的なICT利活用 
ICTを最大限＆自然に活用して、遠隔地との、および、関係者間でのスムーズなコミュニケーションや効率的な業務進行・スキル
アップを実現しています。 

⑥波及効果 
豊後高田市の子育て支援課や地元の子育て施設NPOなどとも連携し、豊後高田市の子育て女性6名をパート社員、3名に業務委
託しています。2014年12月より月2回、豊後高田市の公民館などで業務説明会を継続的に開催し、今後100名まで拡大予定。 



・IT関連の事務職系企業の誘致に注力し、１２社が日南市に進出（平成30年1月現在） 

・日南市とIT関連企業等４者が協力し、若者の地元定着を目的とした「人材育成」を
実施。地場企業や進出IT関連企業の従業員の事務処理能力アップに貢献。 

自治体主導で住民を育成、地方における官民協調の新たなテレワークを実施 

 企業との協業によるテレワーク（クラウドソーシング
等）を推進、「月収２０万円ワーカー」を重点育成 
 市のマーケティング専門官（民間からスカウト）により、
企業との効果的連携で企画を実施 
 全国企業と地元企業の２つのテレワークの推進で、
多様な就労形態を実現 
 
 子育て中の主婦から、高齢者、障がい者、農林漁業
従事者まで、就労条件に応じ幅広くチャレンジ出来る
ことから、新たな働く場の創出と、所得の向上に寄与 

「日南市式テレワーク」の推進による新たな働く場の創出 
（自治体主導による住民テレワーカー育成と多彩な官民連携による地域定着支援） 

【提携民間企業】

「20万円ワーカー」育成プロジェクト

地元企業のWEBライター育成企画

×

×

日南市

提携

＜市の役割＞
・高収入テレワーカーの
募集、育成支援
（企業等と密に連携）

・住民への広報、啓発

・スペース、PCの提供など

提携

仕事の発注
＆報償費

成果物納品
市民 企業・個人事業主クラウドソーシング

企業

仕事の発注
＆報償費

成果物納品

ク
ラ
ウ
ド
ソ
ー
シ
ン
グ

市民 企業・個人事業主
成果物納品

ライティング等
仕事発注＆報償費

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ

【全国企業】

マーケ
ティング
専門官

■市の主要産業
→ 第１次産業
（閑期収入が必要）

１８８種の
業務

【地元企業】

地域経済
の好循環

横
展
開

「２０万円ワーカー」の
重点育成・モデル化

地元企業向けの
W ebライター育成

・所得減少
・人口流出
・少子化

潜在的労働力

■若者、子育て中の主婦、
障がい者など

「日南市式テレワーク」の推進による新たな働く場の創出 （宮崎県日南市） 

「地域情報化大賞 
２０１５」 

特別賞受賞 

テレワーカー育成の取り組みが「ＩＴ関連企業誘致（若者の働く場の創出）」にも寄与 



てるちゃん ： 農家に手軽な電話を使う、簡単・低価格な農業 IoT
(沖縄県糸満市)

巡回確認の負担を軽減して農作業を効率化、農作物の品質向上とコスト削減を実現

• 農場の温度変化や設備故障に気づかず作物が全滅
• 予防のための巡回確認は農作業の効率を低下
• 農業分野では慢性的な人手不足
• 今後、高齢化による就農者の大幅な減少
• 先進的な農業IoTは、農家には不慣れで抵抗感
• 農業生産への貢献が不明瞭な高額なIoT投資に不安

いつでも、どこにいても、畑の状況を携帯電話にお知らせ
農家のニーズに合ったシンプル・低価格な農業IoT「てるちゃん」が農作業を楽にします

•センサー値の異常を検知して携帯電話
( フィーチャーフォン)  へ電話やSMSで通知

※非スマホ／非タブレットでも利用可能

[

背
景
と
課
題]

風雨で漏電 部品の劣化
ヤモリ等の
焼け焦げ

BLE5.0 LTE

センサー
（照度または温湿度）

BLEルーター
異常検知用

クラウドサーバー
電話・SMS

[

解
決
策]

[

糸
満
市
の
農
家
に
お
け
る
実
証
実
験]

電照菊（小菊）：電照の不点灯を検知してSMSで通知

マンゴー：ハウス内の温度異常を検知して電話で通知

深夜の電照巡回確認は
体力的に大きな負担

電気料金が安い
深夜に電照

設置が容易 シンプルな機能 低価格を実現 農業生産性の向上
無線だから５分で設置

室温確認のたびに作業が中断し
農作業の効率が低下

温度計は
ハウスの中央

ハウス内の室温確認が必要な理由

電照ブレーカーが落ちる原因

高温になると
花芽枯れ

適温外では

ハチ活動鈍化
結実不良発生

過度な高温
実が腐る

農家

携帯電話へ通知するだけ

センサーはフック
で吊るすだけ

センサーは棒に付け
て地面に挿すだけ

①機能を限定し開発費抑制
・農作業に本当に必要な機能だけに限定

②外部機能利用し費用抑制
・クラウドサーバー、外部API(Twilio等)、

市販ハードウェアを利用して費用抑制

③最新規格利用で機器数減
・遠くまで電波が届く規格BLE5.0を採用
・旧規格比50倍の投資効率、農家の初期

費用負担を抑制（参考２に詳細説明）

通知

電照菊 マンゴー

BLEルーターは配電盤内のコンセントに挿すだけ

• 心理的ハードルを下げるため、農業IoTで

は一般的とされるログ機能やデータの見
える化機能をあえて削除

①深夜の電照巡回確認ゼロ

約400分
／月

0分／月

②就寝時刻が約１時間早く

深夜の作業
は完全不要

午前零時前に就寝できるようになった

③負担の軽減
・心理的負担軽減
「安心して寝られるようになった」

・肉体的負担軽減
「寝られるので身体が楽になった」

現時点では電照菊（小菊）の結果のみ記載
（マンゴーで通知が必要になるのは２月以降のため）

④品質管理への好影響
・負担が軽減して余裕ができ、
別の作業ができるようになった

【異常検知】

センサー
No.105

照度異常
を検知し
SMSで通知

TELで照度確認
（自動音声）

※沖縄県の小菊は出荷量シェアが43％で全国１位(2016)

※沖縄県のマンゴーは出荷量シェアが56％で全国１位(2015)

農家にとって使いやすい、効果をすぐに実感できる解決策

IoTによる
効率化が必要
と感じつつも

農家は
導入を躊躇

てるちゃんが解決

てるちゃんが解決

温度異常
を検知し
電話で通知

TELで室温確認
（自動音声）

初心者にも

簡単

初期費用1万円
月額費用１千円

を予定

優秀賞



ICT人材育成と創業支援による地域活性化（沖縄市、スタートアップコンソーシアム沖縄） 

プログラミング教育でＩCＴ人材、雇用を創出し所得向上 

プログラミング教育と創業支援が生み出した高度ICT人材と雇用 
（スタートアップカフェコザをグローバルハブとした地方創生プロジェクト） 

【沖縄市の課題】 
・中心市街地に空き店舗が増加 
・高等教育機関が少なく、人材育成機会が不足  
・沖縄県内でも高い失業率（特に若年者）、低所得の状況 
・既存の業態だけでは雇用ミスマッチの解消やキャリアアップが難しい 

【課題解決のアプローチ】 
・中心街市街地に「スタートアップカフェコザ」を開設、①ワンストップ相談窓口、 
 ②先端ICT人材育成、③ニアショア拠点形成などの事業を実施 
・プログラミングスクールでは、低価格のオンラインプログラミング学習教材 
 「Progate」を導入。講義外でもクラウドで学習が続けやすいことから社会人 
 やひとり親、学生でも個別の進捗に合せた学習が可能。 
・OJTや大学等と連携したIoT研究開発事業等も行い、スクールカリキュラムと 
 組み合わせることで、実戦的な学習環境をスクール生などに提供。 
・金融機関と連携した資金調達支援、投資育成講座等により、スクール生 
 などの創業を支援。 

創業・起業総合支援事業を開始 

・年間約18,000人、月約1,600人の利用（これまでの商店街来場者層とは違う層） 
・プログラミングスクール受講生 延べ人数約200名 
・学んだプログラミングスキル等を活用した創業支援者数（フリーランスとして独立も含む）は27名以上、転職21名以上 
・卒業生は、転職・昇進等も含め所得増を実現（例：受講前の年収180万円→卒業後300万円） 
・同カフェ開設以来、周辺商店街では人の往来が増え、飲食店などが10軒以上増加 
・市の他分野施策との連携による効果も出てきており、今後は近隣市町村との展開も予定している 

沖縄市が内閣府の「地方創生加速化交付金」、「地方創生推進交付金」を利用して実施 

卒業生     スクール風景     開発サービスの発表 



【成果】マンゴーの品質向上（等級、糖度）栽培期間短縮を実現！ 

ＩＣＴを活用したマンゴーの安定生産と栽培促進（沖縄県宮古島市） 

 ・冬季の日照不足などの要因による生育不良 
 ・色付き具合により等級（価格）が決定 
 ・台風が襲来すると、実が落下して傷がつくなどで収量が激減 

台風が来る前のマンゴーの収穫と高品質ブランド化に向けての取組 
（ICTを活用したLEDマンゴープロジェクト） 

植物工場事業者のノウハウと通信事業者の技術を導入 
し産学連携（琉球大学）で課題を解決！ 

  

LED補光システム 

A級品 B級品 C級品 糖度 収穫開始時期 

実証エリア 54% 32% 14% 実証エリア外平均より1.5度高い 実証エリア外より14日ほど早い 

実証エリア外 15% 54% 31% - - 

  ＊今年は去年を上回る成果が期待（農家様からの途中経過報告より） 

LPWA型データロガーシステム 

■マンゴー栽培の課題（特に2016年度宮古島にて） 

 ・LPWAを活用したデータロガーシステムをハウス内に構築 
 ・照度測定データを元にしたLEDや反射シートによる補光 
  ・CO2分布測定データを元にしたCO2の局所添加 
 ・植物工場ノウハウを活用したLED補光エリアの構築 

■具体的な取組内容 

最高品質（Ａ級品）の割合が、3倍以上に大幅増 
平均糖度は+1.5度向上、収穫も2週間短縮→農家様の収入アップに貢献！ 

栽培中のマンゴー 



ICTを活用したみんなでつくるバリアフリーマップ
（一般社団法人WheeLog 実施地域：全国）

取組の定量的な効果（2019年2月末現在）

・スポット投稿数 15,386件（写真 42,387枚）、総走行ログ 4,406㎞
・登録者数 5,945人（内訳：車いす 1,795人、ベビーカー 502人、杖 249人、歩行者 3,408人）

・国や自治体、地域団体、教育機関等との街歩きイベントを開催（参加者延べ 700人以上）

・東京都(499件)、東京都町田市(371件)のオープンデータ活用（トイレ・エレベーター情報）

・開発費用 約5,000万円 年間維持費 約250万円（人件費除く）

車いすでの行動範囲の拡大および社会のバリアフリーへの理解促進を実現

車いすでの外出における課題
・目的地周辺のバリアフリー状況がわからない
→トイレ・飲食店・駐車場・宿泊施設・公共交通など

・目的地への移動経路がわからない
→傾斜のきつい坂道や階段があると先へ進めない

・Webや現地でバリアフリーマップが見つけられない
→情報へのアクセスが確保されていない

・バリアフリーマップの情報が不十分
→情報の更新がされず、内容も詳細ではない

世界初、プローブ情報を活用したみんなでつくるバリアフリーマップ

車いす利用者に加え、多様なユーザーによる
投稿により、世界中のバリアフリー情報を集約！

スマートフォンを活用し、ユーザー同士が交流しながらバリアフリー情報を共有する「WheeLog!」（ウィーログ）を
全国さらには全世界に普及させ、車いすでもあきらめずに“行きたい場所”へ行ける社会を構築する。

個人

国・自治体

地域団体

教育機関

優秀賞



「いつどのゴミを出せばいいのかわからない」「ゴミの分別は複雑でむずかしい」 
そんな時代はもう終わり。ゴミを捨てるすべての人のためのスマホアプリです。(2013年9月サービス開始) 

防災 
減災 

産業 
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少子 
高齢 

防犯 
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5374.jp 誕生の キッカケ 

 ゴミの分別が細分化され、自治体は利用者に捨てる曜日や
種類の判別を覚えてもらうことに苦労していた 

 
 利用者にとって、引っ越しや旅先などでの慣れない地域のゴ
ミ分別を調べることは手間だった 

5374.jp でこう 変わった！ 

 細分化された分別方法を覚えなくてもアプリを確認 
 することで適切にゴミ出しが出来るようになった 
 
 利用者は、引っ越し先や旅先でもどのように 
ゴミを出せばよいか簡単に検索できるようになった 

ゴミ捨てスムーズ、いつでもどこでも！ 

By 一般財団法人コード・フォー・カナザワ (Code for Kanazawa) 

5374(ゴミナシ).jp 

アプリのトップ画面 種類別の情報を詳細に表示 

② 分別の種類をタップすると、 
その地域で捨てられるゴミ一覧を

見ることができる。 

① 一番近いゴミの日から 
表示し、地域を選択するだけ
で収集日が更新される 



   オープンデータ・ビジネス・コンペティション 
 – 最優秀賞 他多数 

受賞歴 

  全国85都市以上（2015年12月末時点） 地域 

  各自治体のゴミ収集情報  使用データ 

   csv、PDF、HTML、Excel データ形式 

Webアプリ 提供形態 

産業 
創出 

少子 
高齢 

防災 
減災 

防犯 
医療 
教育等 

ゴミ捨てスムーズ、いつでもどこでも！ 

シビックテックとは 
 ソフトウェアに関する知識や技術を持つ人たちが、 
自主的に集まって地域の日常生活にひそむ様々な課題を解
決する、ボランティア活動やテクノロジーのこと。 
 その草分けとして、知られているのは「Code for America」で
ある。彼らは積雪時に消火栓の場所がわからなくなってしまう
課題を消火栓を地図上にプロットし、かつ掘り起こした人にそ
の消火栓の命名権を付与することで解決したことで知られてい
る。「Code for Kanazawa」はこの団体をモデルに名付けられた。  

 コードで地域課題を解決する 

 5374.jpは地域のゴミの分別と 
収集日を自動で表示するという 
シンプルなアプリである。  
 
 5374.jpを最初に開発した 
「Code for Kanazawa」は、石川 
県金沢市を活動拠点としている。 
彼らは地域課題をITとデザインで 
解決することを目的とした有志の 
コミュニティである。 
 
 彼らの特筆すべき点は、市民が 
自らの地域に存在する課題を集め 
それを整理・分析した上で実際に 
課題解決となるソフト・ハードウェアを開発できる点である。5374.jpは 
地域住民のゴミ捨てに関する不満を市民の手で解決している。 
 
 さらに、5374.jpのソースコードは公式サイトでオープンとなっており、各自治体
のゴミ収集情報を利用すれば誰でも自分の街の5374.jpを作成可 
能である。実際に各地で開発され、その数は既に85以上にものぼる。 
 
 このように、5374.jpは金沢市にとどまらず全国で広がりを見せている。自治体
が積極的にデータを公開することで、各地に存在するシビック 
テックの活動はより一層勢いを増すこと予想される。 

 （メンバーがハッカソンを開きアプリを作成しました ） 

By 一般財団法人コード・フォー・カナザワ (Code for Kanazawa) 

5374(ゴミナシ).jp 



行政から提供される交通事故発生状況に係るデータと、カーナビデータから得られる急ブレーキ情報、 
さらに危険箇所に係る住民の声をもとに、事故多発箇所や要注意箇所を地図上に提示するサービスです。 

セーフティマップ 
カーナビデータを活用した事故多発箇所、危険箇所の提供 

By 本田技研工業株式会社 

防災 
減災 

産業 
創出 

少子 
高齢 

防犯 
医療 
教育等 

平成29年7月12日版 

（2013年 サービス開始） 

事故多発地帯を表示 

PC、スマホから危険箇所について自由にコメントを投稿すること
ができる。他の利用者が登録した情報の参照も可能。 

セーフティマップ 誕生の キッカケ 
 各自治体では交通事故防止に向けた対策を推進しているが、

車同士の事故は減少しても自転車・歩行者の死傷者数が減
少しないことが課題となっていた。 

 自転車・歩行者の事故対策は、行政内に保有し
ている情報だけでは限界があり、安全対策をより
効率的・効果的に行うための取組み・仕組みが
必要となっていた。 

セーフティマップ でこう 変わった！  

 急ブレーキ多発箇所や要注意箇所を特定する
ことができ、行政が効率的に自転車や歩行者
を中心とした交通安全対策を実施 

急ブレーキ多発箇所を表示 

選択した箇所の写真や利用
者のコメントも確認できる 

 埼玉県の事例では、平成23年度までに県内で160
カ所の安全対策を実施した結果、急ブレーキが約7
割、人身事故が約2割減少 



全国知事会「先進政策大賞」 受賞歴 

全国 地域 

自治体：交通事故情報、ゾーン30 
  Honda：急ブレーキ発生箇所等  

使用データ 

EXCEL データ形式 

Webサイト（PC、スマホ） 提供形態 

 様々なシーンでの交通安全対策に活用 

さらなる利用範囲の拡大へ 

セーフティマップ 
カーナビデータを活用した事故多発箇所、危険箇所の提供 

By 本田技研工業株式会社 

防災 
減災 

少子 
高齢 

平成29年7月12日版 

 セーフティマップの取組みの理念は、道路交通等に係るデータを
広く社会に還元すること。将来的には交通事故以外にも、防犯対策
や防災・減災対策（ハザードマップ等）等にも活用可能なプラット
フォームにまで拡大していくことが考えられる。 

 現在、セーフティマップは、全国の自治体（埼玉県、福井県、茨城
県つくば市等）で活用されており、また、危険箇所に係る住民の声
は約9万件投稿され、利用者数は広がりつつある。 

県管理道路で、歩道が
十分に整備されていな
い通学路を対象に（約
320km）、朝夕2時間の

登下校の時間帯に照準
を当て、急ブレーキ多発
箇所等の情報を調査。 

平成24年度は31カ所、
平成25年度は53カ所
に対して対策を実施。 

■通学路における交通安全対策への活用 

■急ブレーキ多発箇所における交通安全対策への活用 
急ブレーキ多発箇所を特定し、
以下の安全対策を低予算で
効果的に実施。 
・街路樹の剪定 
 （急ブレーキ回数が8回から
3回/月に減少） 
・路面標示による注意喚起 
 （急ブレーキ回数が9回から 
0回/月に減少） 
・ポストコーンの設置 

産業 
創出 

防犯 
医療 
教育等 



感染症が流行した際、迅速に流行地域や流行レベルを把握し、早期に対策をとることが重要です。 
利用者からのかぜの症状に関する投票情報と医療機関・保健所が公表する感染症情報を地図上に表示。 

ワーンニング 
感染症の流行状況を可視化し、早期対策が可能に！  

By 株式会社オリズン 

防災 
減災 

少子 
高齢 

（2015年 サービス開始） 

ワーンニング 誕生の キッカケ 
 インフルエンザ等の感染症が流行した際、感染症発

生動向調査データの公開は発生から最低1週間は
遅れるため、発生状況をリアルタイムに把握できな
かった 

 医療機関・保健所が公表する感染症発生状況では、
地図上で視覚的に発生地域を把握することができ
なかった 

ワーンニング でこう 変わった！  

 利用者が自宅近くの地点において、かぜの症状を
投票することで、感染症情報をリアルタイムに共
有することが可能 
 

 医療機関・保健所が公表する定点毎の感染症の
報告数を元に、地図上に表示することで視覚的に
確認することが可能 

利用者からの投票による 
リアルタイムでの感染症 
情報を地図上に表示 

医療機関・保健所 

が公表する感染症情
報を地図上に表示 

投票情報や
公表情報を
グラフで 
表示 

利用者からの投票による 
リアルタイムでの感染症 
情報を地図上に表示 

医療機関・保健所 

が公表する感染症情
報を地図上に表示 

平成29年8月1日版 
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産・官が連携して 
オープンデータの利活用を積極的に推進 

オープンガバメント推進
協議会の活動 

 感染症流行警告アプリ「ワーンニング」は、 
平成２６年度オープンガバメント推進協議会 
「ビッグデータ・オープンデータ活用アイデア・ 
アプリケーションコンテスト」で最優秀賞を受 
賞したアプリケーションです。 
 
 「ワーンニング」の開発にあたっては12の自治体 
からなるオープンガバメント推進協議会と協力し、 
「ビッグデータ・オープンデータの具体的活用 
策の検討及び活用推進」に資する取組みとし 
て実現されました。 
 
 感染症発生動向調査データの公開は発生から最低1週間は遅れる
ため、このデータだけでは感染症の発生状況をリアルタイムに把握
することができません。この課題を解決するため「利用者によるかぜ
の症状の投票機能」により、自分や家族のかぜの症状（鼻水・せき・
のど・発熱）を投票してもらい、他の利用者がそれら状況を地図上で
確認できるようにすることで、感染症の発生状況をリアルタイムに把
握できるようにするものです。 
 
 現在、「ワーンニング」へのアクセス数は、累計で115,504件となって
おり（H29.4時点）、年々増加傾向にあります。 

ワーンニングのTOP画面 

 オープンガバメント推進協議会（上記12地域の自治体で構成）は、「ビッグ
データ・オープンデータの具体的活用策の検討及び活用推進」などに取り組
むことで，行政の効率性及び透明性を高め、市民主体のまちづくりの推進
や市民サービスの向上、新産業の創出、地域経済の活性化へ寄与すること
を目的に活動している団体です。 
 平成25年4月1日に「ビッグデータ・オープンデータ活用推進協議会」として
設立し、平成27年からは「オープンガバメント推進協議会」として、公開シン
ポジウムの開催やマイナンバー普及啓発イベントの開催等を行っています。 

使用データ 

データ形式 

提供形態 Webアプリ 

CSV 

感染症発生動向調査データ 

受賞歴 

    室蘭市、弘前市、郡山市、千葉市、横須賀市、浜松市、 
         三重県、大津市、 奈良市、福岡市、武雄市、日南市 
        （室蘭市、武雄市、日南市は投票機能のみ提供） 

地域 

オープンガバメント推進協議会 
平成26年度実施事業「ビッグデータ・オープン 
データ活用アイデア・アプリケーションコンテスト」 

アプリケーション部門 最優秀賞 

感染症の流行状況を可視化し、早期対策が可能に！  

By 株式会社オリズン 

防災 
減災 

少子 
高齢 

平成29年8月1日版 
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ー暮らし・職業の”スキルシェアサービス”で、新しい観光商品・雇用の創出ー 

定年退職後の方や若者の、地方の新しい働き方を創出し、地域活性化に寄与。 

C2C地域体験と自治体連携を通じた着地型観光商品の開発 
(株式会社ガイアックス【東京都千代田区】) 

・自治体とも協業し、C2Cによる着地型観光
商品とプラットフォームを開発 

・集客はもちろん、過去参加者のデータを元に
地域にあった体験企画の提案 

離島国内観光客や訪日外国人など、地域
資源を体験したいビジターや潜在的な定住
者に対し、「まち」による地域ブランディング、
マーケティング力不足 

集客・マッチング提供 
地域案内人 
(ホスト) 

旅行客募集  地域体験利用 

申込み 

告知/集客 

企画提供 

集客・送客 
の仕組み 

自治体 
企画案提供,ホスト紹介  

地域雇用の創出 
定年退職後、農家として農業体験の提供開始。TABICA導入後1ヶ月で月間50名が体験に参加し副業成立。 

地域経済の活性化に寄与 
2016年11月現在、月間ツアー開催数150件、月間流通総額540万円を突破。ホスト登録数800人、 
総ゲスト参加者数2,000人。過去最も収益をあげたホストは月額40万円。 

ユーザー 
(ゲスト) 

奨励賞 





気象庁から発表される各種データを加工することにより、予報の詳細化、更新頻度アップ、データハンドリング性向
上を実現。 

HalexDream! 誕生の キッカケ 
気象庁が提供するデータでは事業者のニーズは十分に満たし切れてい
ないところに着目してサービスを開発。気象庁が提供する各種データに
HalexDream!ならではのデータハンドリング性向上等の付加価値を加え、
事業者の抱える業務上の課題解決に資する気象データとして提供 
している。 

HalexDream! でこう 変わった！ 

気象庁が発表するあらゆるデータを活用 

By 株式会社ハレックス 
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創出 

少子 
高齢 

防犯 
医療 
教育等 

HalexDream!にて下記３点が実現。 
 地域特性を補正することにより予報の精度を向上 
 予測と実測の同化により１日48回のデータ更新を実現 
 XMLやCSV、APIによりデータハンドリング性の向上 
これらにより、各消費者の目的に合致したデータの提供が可能となった。 

気象庁の各種発表データを分析・活用する。 

HalexDream! 



朝日新聞等に紹介される。 受賞歴 

日本全国 地域 

  気象庁発表の各種データ 使用データ 

   独自形式 データ形式 

XML、CSVやAPIを提供 提供形態 

「気象情報の新しい市場価値」の創出 

 ハレックスでは、気象庁から発表される既製の情報(天気予報や警報注意報など)に

加え、予報の元となる膨大な予報基礎データ(数値予報データ)や、5分に1回更新される

ナウキャストデータなどを自社のデータセンターに取り込み処理している。これにより気

象庁提供の個別データでは難しかった下記の課題を解決している。 

 ・地理的分解能の向上 

 ・時間分解能の向上 

 ・データハンドリングの容易化 

 地理的分解能については、気象庁発表では予測範囲が5～20kmの格子状であるため

地形の変化が激しい地域では正確な予報が困難であったのに対し、地域ごとの特性補

正を行うことで予測範囲を1kmの格子状に細分化して1km格毎の標高補正を実施する

ことで向上させている。 

 時間分解能については、1日4回発表される１時間単位の時系列予報情報では予報と

実況の乖離が発生していたのに対し、最新のアメダス観測データによる実測補正、およ

び降水ナウキャストなど、レーダー観測データを活用して１日48回の予報更新を可能と

している。  

 データハンドリングについては、独自圧縮かつ取り扱いに高度な専門知識が必要で

あった、気象庁から提供されるデータをCSV等の簡単に読み取ることができる形式へ変

換することで容易化している。 

利
用
者
の
声 

これまでは天気予報の更新タイミングが1日4回しか
なくて急変時に天気予報が外れることがあったけど、
HalexDream!は頻繁な更新があるため、最新の予報
がわかって助かる！ 

HalexDream! 
By 株式会社ハレックス 
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減災 

産業 
創出 

少子 
高齢 

防犯 
医療 
教育等 

気象庁が発表するあらゆるデータを活用 

地域によっては実際の天気と気象庁が発表する天
気情報が異なることがあったが、 HalexDream!は地
域補正があるため実際の天気と近い情報が提供さ
れて便利。 



まちづくりの簡易シミュレーションが気軽に行える市民協働の環境が実現 

 各市町村の国勢調査、公共施設、決算、公共交
通等の公開データをもとに簡易なシミュレーションを
通じ、将来市民が暮らす環境がどう変わるのか、人
口や行政コスト負担、病院、学校、コンビニなどの
アクセシビリティ等、14の指標を通して500mメッ
シュで可視化し、無償で閲覧できるようにした。さら
にカスタマイズ機能により地域のオリジナルデータ
から上記指標をリアルタイムで再計算可能にした。 
 
 市民が、自分の周辺環境が具体的にどう変わっ
ていくのが定量的・直観的にわかりやすくなった。 

長期的な都市計画・まちづくりを、市民が我が事として捉え、積極的に考えよう 
（市民協働型まちづくりコミュニケーションツール「MyCityForecast」） 

  ・従来、業務委託で取り組んでいた公共施設配置や立地適正化等の検討が、MyCityForecastにより、公開 
      部分は無料で触れることができ、カスタマイズ機能は1/10以下の低廉な費用で気軽に行えるようになった。 
    ・MyCityForecastは平成28年11月現在で1670とほぼ全国の自治体をカバー。従って、各自治体は庁内の 
      様々な政策との連携や、市民との対話、ワークショップ等に予算や労力を割くことが可能となった。 
    ・インターネット調査で「いくら移転費用をもらっても居住誘導区域内に移転しないと」と回答していた人の6% 
      が、MyCityForecastの利用により「額によっては移転可能」という前向きな回答への態度変容が見られた。 

奨励賞 都市の将来像可視化ツール「MyCityForecast」の開発と全国展開 
（東京大学生産技術研究所 関本研究室） 



ＩＣＴを活用した市民協働で多様な子育てニーズと地域人材活用を両立
（奈良県生駒市、秋田県湯沢市他、各地の地域団体や有志者 × 株式会社AsMama） 

【施策の定量的な効果】 

・主体的に子育てシェアの普及、地域コミュニティ創出に取り組む認定活動家が全国に627名。 
・年間の親子交流の場創りを各地の市民団体や自治体と連携しコミュニティの自走に取り組む。 
・ICTを活用した子育て共助「子育てシェア」登録53,000人。市民間共助での問題解決率85％。 
📢 初回子育てシェア利用者アンケート：「また利用したい」が91％。 
📢 複数回子育てシェア利用者アンケート：「就職・転職できた」が44％。「残業・休日などの仕事時間を確
保できた」が33％。「自分の時間が持てた」が22％。 

 

市民協働による自立自走する生活・子育てシェアと地域コミュニティを実現 

 地域課題 
 ・少子化・高齢化による人口減少と労働力不足 
 ・人不足、財政不足、土地不足による保育不足 
 ・子育てニーズ・スタイルの多様化 
 ・子育てを理由に離職し、働けない人300万人 
 ・核家族化による地域コミュニティの希薄化 
 ・60歳以上の9割が「働きたい」 
（例）生駒市：「公共施設から街コミュニティを拡げる」 
   湯沢市：「年間出生数300人を市民で育てる」 
 
 
 
 

世界初、共助型子育て支援プラットフォーム「子育てシェア」 

リアルとＩＣＴ活用の両輪で、地域人財の活躍支援と子育て共助の仕組み「子育てシェア（登録料・手数料無料・
保険付・1時間500円のお礼ルール）」を全国に普及させ、社会課題解決と地域活性を両立させている。 



地域連携型駐車場シェアによる観光課題の解決（軒先株式会社） 

地域の駐車場不足を解消し、渋滞・不正駐車軽減に寄与。観光課題を解決。 

   

駐車場シェアリングサービス（ICT）を活用し、エリア内の新たな導線設計を実現 
（イベントや行楽シーズン時の駐車場不足・違法駐車解消にむけて） 

【自治体におけるイベント時期の課題】 
 ・県内、市内観光客の一時的な増加 
 ・期間中の慢性的な駐車場不足（時間貸し駐車場は駅前のみetc） 
 ・一方で空き地など未使用地が多く、需給ミスマッチが起こっている 
 ・駐車場が無いため、やむなく違法駐車する（利用者） 

駐車場シェアリングサービス（ICT）を導入！ 

・導入コストゼロ、ランニングコストゼロ 
・コインパーキングなど増設初期コストの抑制（平均300万円） 
・個人宅の遊休ガレージや法人の従業員用駐車場の未使用日（土日
祭日）の有効活用 
・予約制のため、駐車場を探し回ることなく、環境にも配慮 

高尾山紅葉シーズンに向けた取
組。八王子市の施策に協力し首
都大学東京観光科学域・地元町
会で実施。75台分を予約制にし、
駐車場探しによる減速運転渋滞
を緩和 （東京都八王子市） 

毎年30万人が訪れるしだれ桜
花見シーズンに向けた取組。地
元企業の協力もあり、182台分
の駐車場確保し、駐車場不足に
対応。  （福島県喜多方市） 

シェアリングシティ宣言都市島原
市の花火大会。大会用に38台
の駐車場確保。近隣に時間貸駐
車場がないため、来場者の利便
性向上に貢献。 （長崎県島原
市） 

地元NPO法人運営の花火大会。
地元企業よりスペースの無償提
供あり。売上は運営費へ。 
計260台分の駐車場確保。 
       （NPO法人、札幌市） 

後援：札幌市 福岡市 

アビスパ福岡ホームスタジアム
市営臨時駐車場へ予約制を
実験的に導入。650台分を予
約制にすることで入庫時の周
辺道路混雑軽減に貢献。 
       （Jリーグ、福岡市） 
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